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福 祉 行 政 の 組 織  

     

新城市市民福祉部        鳳来総合支所        作手総合支所 

(新城市福祉事務所） 

地域振興課         地域振興課 

                  市民福祉係         市民福祉係 

本 庁                 本庁の福祉課、長寿課、こども未来課の業務に 

                    関すること 

福祉課               

   地域福祉係 

    生活保護、民生委員児童委員、災害援助、日本赤十字社、行旅病人及び行旅死亡人、 

戦傷病者・戦没者遺族援護等に関すること 

障害福祉係 

    障害者手帳、障害者手当、障害福祉サービス等に関すること 

 

長寿課 

 介護保険係 

    被保険者の資格管理、保険料の賦課、事業計画、包括支援センターに関すること 

   認定給付係 

    介護認定申請及び相談、介護保険審査会、保険サービスの給付に関すること 

   高齢者福祉係 

    高齢者福祉、老人福祉施設に関すること 

 

こども未来課 

   こども園係 

    こども園及びこども園制度に関すること 

   子育て支援係 

    児童福祉、母子寡婦福祉、家庭児童相談、児童厚生施設、家庭児童相談及び乳幼児・保護 

者に係る家庭教育等に関すること 

  こども園（１９園）  

おおぞら園  

児童館(２か所)  

地域子育て支援センター(３か所)  

 

市民保険課 

福祉医療係 

こども医療、障害者医療、後期高齢者福祉医療、母子家庭等医療、精神障害者医療等に 
関すること 

 

社会福祉協議会 
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高 齢 者 の 福 祉  

１ 高齢者の状況 

(1) 高齢者（６５歳以上）人口 

（各年４月１日現在） 

年度 総 人 口 ６５歳以上人口 比  率 

２４ ５０,０１３人 １４,２１８人 ２８．４％ 

２５ ５０,１２４人 １４,６５３人 ２９．２％ 

２６ ４９,４７５人 １５,０７２人 ３０．５％ 

 

(2) ひとり暮らし高齢者・高齢者のみの世帯 

① 〔６５歳以上〕市内施設の入所者除く    （各年４月１日現在） 

年度 ひとり暮らし高齢者 高齢者のみの世帯（うち夫婦のみ） 

２４ １,５９５人 １,９４８世帯（１,７５７世帯） 

２５ １,７３３人 ２,０９６世帯（２,００８世帯） 

２６ １,８０９人 ２,２３１世帯（１,９８４世帯） 

 

② 〔７５歳以上〕市内施設の入所者除く    （各年４月１日現在） 

年度 ひとり暮らし高齢者 高齢者のみの世帯（うち夫婦のみ） 

２４ １,０３２人 ７１０世帯 （６８７世帯） 

２５ １,１３０人 ７４９世帯 （７４１世帯） 

２６ １,１３７人 ７６４世帯 （７４３世帯） 

 

２ 在宅福祉事業 

(1) 生活支援ホームヘルパー派遣事業 

介護保険の要介護認定を受けて非該当となった方の中で、日常生 活

を営むのに支障のある、低所得のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの

世帯の虚弱の方に､調理・買い物などの家事や生活に関する相談などの生

活支援としてホームヘルパーを派遣します。 

○ 利用状況 

年度 延利用者 延 日 数 

２３ １２人 ５０日 

２４  ０人  ０日 

２５  ０人  ０日 
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(2) 生活支援デイサービス事業 

介護保険の要介護認定を受けて非該当となった方の中で、日常生活を

営むのに支障のある虚弱の方が､介護保険施設のデイサービスセンター

に通所して、入浴・給食・生活指導・送迎などのサービスを受けること

により、要介護状態への進行防止のために行います｡ 

① 対象施設 

寿楽荘・しんしろ福祉会館・麗楽荘・西部福祉会館・くるみ荘・虹の郷 

② 利用状況 

年度 延利用者 延日数 

２３ ９３人 ３２２日 

２４ ５０人 １７４日 

２５ １９人  ８１日 

 

(3) 寝具乾燥サービス事業 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の方で、老衰、心身の障害などの

理由で寝具類の衛生管理が困難な方のために担当業者が訪問し、寝具をお預

かりして丸洗い・乾燥・消毒を行います｡実施は年２回、費用は無料です。 

○ 利用状況 

年度 延利用者数 利用枚数 

２３ ２１８人 ６０２枚 

２４ ２３８人 ６５７枚 

２５ ２５４人 ７３６枚 

 

(4) 緊急通報システム設置事業 

ひとり暮らし、高齢者世帯等の急病や災害時の緊急事態に対処するた

め、緊急通報機器を貸与します。緊急ボタンを押すと、市が契約してい

る業者に通報できます。電話型機器の場合、一般電話としても利用でき

ますが、通話料は本人負担です。業者にかけた通話料は無料です。緊急

時に駆けつけてくれる協力員が必要です。 

○ 利用状況（設置件数） 

年度 月平均利用者数 通報総件数 

２３ ３００人 ８,５３５件 

２４ ３１７人 ９,２５８件 

２５ ３４３人 ９,８５０件 
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  (5) 日常生活用具の給付事業 

防火の配慮が必要なひとり暮らしの高齢者等に電磁調理器、自動消火器、

火災報知器を給付します｡市民税非課税世帯が対象で、費用は無料です。 

○ 利用状況 

年度 給付者数 電磁調理器 火災報知器 自動消火器 

２３  ７人 ３台  ４台 ０台 

２４ １４人 ３台 １１台 ３台 

２５ １３人 ４台 １０台 ２台 

(6) シルバーハウジング生活援助員派遣事業 

高齢者世話付住宅に居住する高齢者に対して、生活援助員を派遣して

生活指導、相談、安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供します。 

○ 対象住宅 県営弁天住宅 １２戸 

(7) 高齢者福祉タクシー料金助成事業 

高齢者が外出することを容易にするため、タクシー料金の一部を助成

します。 

① 対象者 

満８０歳以上のひとり暮らしや７０歳以上の世帯員のみの家庭の

８０歳以上の人(ただし、高齢者外出支援サービスや障害者福祉タク

シーチケットを受けている方及び世帯に自家用車のある方は、この

サービスを受けられません。)  

② 助成額 年間２４回分で、１回の助成額は７００円です。 

③ 利用状況 

年度 給付者数 延利用件数 

２３ ３１１人 ３,９１０件 

２４ ３１１人 ３,６９９件 

２５ ３２１人 ３,８８３件 

(8) 外出支援サービス事業 

自力で歩行することが困難な高齢者や身体障害者が医療機関等へスト

レッチャーや車椅子で乗降可能なタクシー（介護タクシー）を利用して

外出する場合に料金の一部を援助します。 

① 対象者 

要介護４または５の方または身体障害者手帳の体幹または下肢の

１級、２級の方(ただし、世帯に車椅子対応の車両がある方及び自動車

税、軽自動車税の減免を受けている方などには支給されません。) 

② 助成額 年間２４回分で、１回の助成額は１，２５０円です。 
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③ 利用状況 

年度 給付者数 延利用件数 

２３ ３６人 ３２２件 

２４ ４２人 ３１５件 

２５ ３８人 ３０８件 

３ シルバー人材センター 

定年退職者などの高齢者に、就業機会を提供するとともに、さまざまな社会

参加を通じて、高齢者の健康で生きがいのある生活の実現を目指しています。 

（各年度４月１日現在） 

年度 会員数 入会率 ６０歳以上人口 

２３ ６０４人 ３.２％ １８,８１７人 

２４ ６００人 ３.２％ １９,０３０人 

２５ ５９９人 ３.１％ １９,２５６人 

４ 高齢者ふれあい相談センタ－ 

要介護状態となるおそれのある高齢者、またはその家族に対して、在宅介

護に関する総合的な相談に応じたり、代理申請などの支援業務を６ヶ所のセ

ンターで行なっています。介護保険事業における包括支援センターの窓口と

して機能しています。  

(1) 施設の概要 

センター名 所在地 担当地区 

寿楽荘 新城市一鍬田字清水野１２番地３ 八名中学校区 

しんしろ福祉会館 新城市字東沖野２０番地１２ 新城中学校区 

麗楽荘 新城市矢部字上ノ川１番地４ 東郷中学校区 

西部福祉会館 新城市野田字上市場２６番地２ 千郷中学校区 

くるみ荘 新城市玖老勢字クルミ沢１番地２ 鳳来中学校区 

虹の郷 新城市作手高里字縄手上２２番地 作手中学校区 
  

(2) 利用状況 

年 度 年間相談実人数 年間相談延件数 

２３ ７,９５７人 １６,２７６件 

２４ ７,５６２人 １５,２９９件 

２５ ７,４４５人 １３,５８０件 
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５ 虹の郷居住提供事業 

高齢などのため、独立して生活することに不安のある方に対して、一定期

間居住の場を提供します。定員１０名（７室） 

○ 利用状況 

年 度 年間利用実人数 年間利用延人数 年度末在所者数 

２３  ９人 １,０５８人 ３人 

２４  ８人 １,１９４人 ６人 

２５ １１人 １,０３６人 ４人 

６ 老人ホームへの入所（養護老人ホーム入所措置事業） 

(1) 養護老人ホーム入所要件 

６５歳以上で、環境上の理由及び経済的理由により、家庭で養護を受

けることが困難な方。 

入所者本人並びに扶養義務者の所得に応じて一部負担金が必要となります。 

(2) 入所の状況（本市措置者）         （各年度４月１日現在） 

施設名  ２４年度  ２５年度  ２６年度  

寿楽荘（新城市）  ２１人  １６人  ２２人  

つつじ荘（豊橋市）  １人   ０人   ０人  

宝泉寮（設楽町）   ２人   ２人   ２人  

７ 救急医療情報キット 

ご自身の緊急時連絡先や病名・かかりつけ医などを記入した「救急医療情

報用紙」、医療保険証のコピー等を専用の筒型容器に入れ、自宅の冷蔵庫に

保管しておくことで、急変や災害など万一の際に備えるものです。  

キットを受け取るには、申し込みが必要です。申請書を受付後、一世帯に

１セット配布します。（無償） 

※各高齢者ふれあい相談センター、地区の民生委員も申請を代行しています。 

○ 平成２６年４月１日時点 配布数   ２,３０７世帯  
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介 護 保 険  

１ 介護保険の概要 

介護を必要とする人は年々増え続け、少子化、介護者の高齢化など、家族
だけで介護することは困難となってきています。 

介護保険制度は、こうした介護への不安を解消するために、介護を社会全
体で支え合う社会保険方式の制度としてスタートしました。 

しかし、急速な高齢化に伴う介護保険料の高騰や認知症高齢者対策、施設
入所者の増加等、様々な課題への対策が求められるようになり、こうした中、
可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、「介護」「予防」「医療」「生
活支援」「住まい」を切れ目なく一体的に提供する『地域包括ケアシステム』
の構築に向けた取組みが必要となっています。 

２ 介護保険の法定介護サービスの種類 

介護保険で利用できる介護サービスには、次のものがあります。 

介護が必要と認定された方（要介護者・要支援者）の心身の状況や家庭状

況に応じて、本人や家族が必要な介護サービスを選択し利用します。 
 

場所 区分 介護サービスの種類 サービスの内容 

居
宅
で
利
用 

計
画
作
成 

居宅介護支援 

介護予防支援 

(要支援者) 

要介護者の居宅介護・介護予防サービス計

画（ケアプラン）を作成し、要介護者の介

護サービス利用の連絡調整を行うもの 

（このサービスだけは、費用が全額保険給

付となり、個人負担はありません。） 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 

介護予防訪問介護 

(要支援者) 

ホームヘルパーが要介護者宅を訪問し、

身体の介護や身の周りの世話をするもの 

訪問入浴介護 

介護予防訪問入浴介護 

(要支援者) 

 

訪問入浴事業者が要介護者宅を訪問し、

組立て式浴槽を使って要介護者の入浴を

援助するもの 

訪問看護 

介護予防訪問看護 

(要支援者) 

医療機関の看護師が要介護者宅を訪問

し、処置など医療介護をするもの 

訪問リハビリテーション 

介護予防訪問リハビリテ

ーション(要支援者) 

医療機関の理学療法士や作業療法士が要

介護者宅を訪問し、リハビリを行うもの 

通所介護 

介護予防通所介護 

(要支援者) 

 

デイサービスセンターで一日介護を受け

るもの 

通所リハビリテーション 

介護予防通所リハビリテ

ーション(要支援者) 

デイケアセンターで一日リハビリ介護を

受けるもの 
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居
宅
で
利
用 

訪
問
通
所 

サ
ー
ビ
ス 

居宅介護福祉用具貸与 

介護予防福祉用具貸与 

(要支援者) 

特殊ベット、車椅子、エアマット、体位

変換器、スロープ、歩行器、歩行補助杖、

徘徊感知器、移動用リフトを月単位で賃

借するもの 

居宅療養管理指導 
医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士など

が訪問し、療養上の管理・指導を行うもの 

短
期
入
所 

サ
ー
ビ
ス 

短期入所生活介護・介護

予防短期入所生活介護 

(特養でのショートステイ） 

特別養護老人ホームなどの入所施設に短期間

入所して、食事、入浴、排泄などの介護サービ

スや機能訓練を受けるもの 

短期入所療養介護･介護

予 防 短 期 入 所 療 養 介 護

(老健でのショートステイ) 

老人保健施設などの入所施設に短期間入

所して、医学的な管理のもとでの医療、

介護、機能訓練を受けるもの 

そ

の

他 

居宅介護福祉用具購入費

支給 

介護予防福祉用具購入費

支給(要支援者) 

支給限度内で次の介護保険支給対象となる

福祉用具購入費の９割までを支給するもの 

（支給額は年間９万円まで） 

・腰掛便座  ・特殊尿器  ・入浴補助用具 

・簡易浴槽  ・移動用リフトの吊り具 

居宅介護住宅改修費支給 

介護予防住宅改修費支給  

(要支援者) 

支給限度内で次の介護保険支給対象となる

住宅の改修費の９割までを支給するもの 

（支給額は原則１８万円まで） 

・手すりの取付け ・段差の解消 ・床材の変更 

・引き戸等取替 ・洋式便器への取替 

入
院･

入
所
し
て
利
用 

 

特定施設入所者生活介護 
有料老人ホームなどの入所者が介護や機

能訓練などを受けるもの 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

生活介護を中心に行う施設です。 

寝 たきりなどによりいつも介護 が必要

で、自宅では介護を受けることができな

い人を対象とした施設です。介護や日常

生活上の世話などが行われます。医療行

為はほとんど行われません。 

（要介護１～５の方（旧措置入所者を除

く）のみ利用できます。） 

介護老人保健施設 

（老人保健施設） 

介護やリハビリを中心に行う施設です。 

積極的な治療より、主にリハビリや介護、日常

生活上の世話が中心として行われる施設です。 

（要介護１～５の方のみ利用できます。） 

介護療養型医療施設 

医療を中心に行う施設です。 

長期的に療養が必要な方を対象とした介

護体制の整った医療施設（病院）です。 

「療養型病床群」「老人性痴呆疾患療養

病棟」の２種類の施設があります。  

（要介護１～５の方のみ利用できます。） 

※ 療養型病床群などには、医療保険適用

病床と介護保険適用病床があります。こ

の区分は各施設で区分しています。 
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居
宅
で
利
用 

地
域
密
着
型 

サ
ー
ビ
ス 

小規模多機能型居宅介護 

介護予防小規模多機能型 

居宅介護（要支援者） 

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪

問系のサービスや泊りのサービスを組み

合わせて多機能なサービスを受けるもの 

認知症対応型通所介護 

介護予防認知症対応型 

通所介護（要支援者） 

認知症の人を対象に、デイサービスセン

ターで専門的なケア（１日介護）を受け

るもの 

入
所
し
て
利
用 

地
域
密
着
型 

サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護（要支援者） 

認知症 の高齢者 が共同 で生活 できる場

（居住）で食事、入浴、排泄などの介護

や機能訓練などを受けるもの 

（要支援２、要介護１～５の方のみ利用

できます。） 

※ 上記の入所・入院施設うち認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症

対応型共同生活介護以外の施設は、要介護者等の住んでいる市町村以外の

市町村に所在する施設も利用できます。（地域密着型サービスは除く。） 

３ 介護サービスを利用できる方 

介護保険での介護サービスを利用できる方は、身体上又は精神上の障害が

あるために、入浴、排泄、食事などの日常生活における基本的な動作に介助

や支援を必要とする状態が６ヶ月以上継続すると見込まれる方で、要介護認

定を受けた方です。 

ただし、年齢により次の条件があります。 

① ６５歳以上の方（第１号被保険者） 

一定以上の介助や支援を必要とする状態であれば、特に制限はありません。 

② ４０歳以上６５歳未満の方（第２号被保険者） 

一定以上の介助や支援を必要とする状態であっても、その状態になった

原因が次の疾病による方に限られます。この疾病以外の傷病で介助や支援

を必要とする状態になった方は、介護保険のサービスを利用することがで

きません。 

１．がん（がん末期） 

２．関節リウマチ 

３．筋萎縮性側索硬化症 

４．後縦靱帯骨化症 

５．骨折を伴う骨粗鬆症 

６．初老期における認知症 

７．進行性核上性麻痺、 

大脳基底核変性症 

及びパーキンソン病 

８．脊髄小脳変性症 

９．脊柱管狭窄症 

10．早老症 

11．多系統萎縮症 

12．糖尿病性神経障害、 

糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症 

13．脳血管疾患  

14．閉塞性動脈硬化症 

15．慢性閉塞性肺疾患 

16．両側の膝関節又は股関節に著しい 

変形を伴う変形性関節症 

※ この介護保険サービスをご利用できない方は、身体障害者等の認定を

受けたのち障害者福祉サービスをご利用頂くことになります。また、こ

の方も６５歳に到達した時点から介護保険による介護サービスのご利

用ができます。 
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４ 要介護認定と介護サービス利用 

介護サービスの利用をはじめようとするときは、要介護認定の手続きをして

から、介護サービスを利用することになります。この手続きは、いつでも行う

ことができますので、介護サービスの利用を始めるときに手続きしてください。 

(1) 要介護認定 

① 市役所（本庁及び各総合支所）または最寄りの指定居宅介護支援事

業所、地域包括支援センターで申請します。 

② 市から調査員が本人宅を訪問し調査を行います。 

③ 市は本人の主治医に依頼して、意見書を作成してもらいます。 

④ 介護認定審査会（医療、保健、福祉の専門家で合議）で、訪問調査

と主治医意見書から、介護に要する標準的な時間を推定して、介護度

を決定します。介護度に応じて保険給付の限度額が決まります。 

⑤ 申請から１ヶ月くらいで認定結果を郵便でお知らせします。 

⑥ 認定を受けると一定期間（原則１２月間・６～２４月間で決定） 

介護サービスの利用ができます。 

認定期間満了に伴い上記①～⑤の更新手続きを行い、その時々の心身

の状況にあった介護認定がされます。 

※ 心身の状態が改善したときや悪化したときは、認定期間の中途でも

介護度を見直すことができます。 

○ 要介護認定状況             （平成26年3月末現在） 

区  分 
要支援 要 介 護 

合計 
１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

第１号被保険者 462人 351人 661人 390人 292人 362人 226人 2,744人 

第２号被保険者   5人   4人  13人  12人   5人  11人   9人   ,59人 

合  計 467人 355人 674人 402人 297人 373人 235人 2,803人 

※ 申請件数は、月平均256件(内訳:新規64件、更新156件、変更36件) 

(2) 介護サービス利用 

① 在宅で介護サービスの利用を希望する場合 

ア 介護サービス計画(ケアプラン)の作成 

要介護認定を受けたら、次にどんな介護サービスを利用するか、

介護サービス計画(ケアプラン)を作成します。この介護サービス計

画(ケアプラン)は、本人又は家族が選んだ指定居宅介護支援事業所、

介護支援専門員が、本人と家族の希望を聞いて、毎月、翌月分の介

護サービスの利用計画を作成します。ただし、要支援の認定を受け

た場合は地域包括支援センターが担当します。 

介護保険で利用できる金額には上限があり、これを超えて利用し

たときは超過分が全額自己負担になります。 
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○ 利 用 限 度 額 （月 額 ）  

要介護度 居宅サービス 

要支援１  ５０,０３０円 

要支援２ １０４,７３０円 

要介護１ １６６,９２０円 

要介護２ １９６,１６０円 

要介護３ ２６９,３１０円 

要介護４ ３０８,０６０円 

要介護５ ３６０,６５０円 

 

イ 在宅で介護サービスの利用 

介護サービス計画(ケアプラン)ができたら、その計画に添って介

護サービスを利用していきます。 

介護サービスを利用した時には、本人が、費用の１割を介護サー

ビス提供事業者へ支払っていただきます。（残り９割は、介護保険

から提供事業者に費用が支払われます。） 

○ 居宅介護・介護予防サービス利用状況（平成26年3月利用分：月遅れ請求分を除く） 

主な居宅サービス 利用事業所数 利用人数 

訪問介護(ホームヘルプ) ２９ ３９５人 

訪問看護 １１  ８３人 

訪問リハビリ  ６  ５６人 

訪問入浴  ５  ８７人 

居宅療養管理指導 ２０ １２２人 

通所介護(デイサービス) ５０ ８９８人 

通所リハビリ(デイケア) １４ ３９２人 

短期入所(生活・療養介護) ２０ ２８８人 

福祉用具貸与 ３１ ７９０人 

特定施設入居者生活介護  ８  ３６人 

 

○ 地域密着型サービス（平成26年3月利用分：月遅れ請求分を除く） 

サービス種類 利用事業所数 利用人数 

(介護予防)小規模多機能型居宅介護  １  １９人 

(介護予防)認知症対応型通所介護  ３  １２人 

(介護予防)認知症対応型共同生活介護  ９ １０６人 

合    計 １３ １３７人 
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② 介護保険施設へ入所・入院を希望される場合 

要介護認定を受けたら、入所・入院を希望する施設に申込みをします。 

介護保険施設の資料や連絡先は、市役所長寿課、指定居宅介護支援

事業所、地域包括支援センター、介護支援センターで提供できます。

施設申込みは、本人又は家族で行っていただきます。 
 

○ 施設介護サービス利用状況（平成26年3月利用分：月遅れ請求分を除く） 

施設種類 利用施設数 利用人数 

特別養護老人ホーム １８ １９５人 

介護老人保健施設 ２５ ２１７人 

介護療養型医療施設  ８ １４２人 

合    計 ５１ ５５４人 

５ サービス利用者負担金等の減額 

介護保険制度(本市独自のものを含む。)では、利用者本人及び家族の収入等

の状況に応じて、次のような利用者負担金等の軽減措置が行われています。こ

の軽減を受けるためには本人の申請(高額介護サービスは除く。)が必要です。 

(1) 高額介護サービス 

利用者負担金が一定金額(月額)を超えた場合は、その超えた金額が払

い戻されます。 

○ 利用者負担の上限額（世帯合算：１か月） 

区 分 上限額 

一般 ３７,２００円 

世帯全員が市民税非課税者等 ２４,６００円 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者等 １５,０００円 

世帯全員が市民税非課税で合計所得金額及び 

課税年金収入額の合計が80万円以下の者 
１５,０００円 

(2) 施設サービスの食事等負担 

介護保険施設に入所すると１割の利用者負担と食費・居住費・日常生

活費が自己負担となります。申請により食費・居住費は下記の金額を超

えた分は介護保険から給付されます。 

○ 利用者負担の上限額 

区 分 食費（１日） 
居住費・多床室

＊２
 

の場合（１日） 

一般
＊１

 １,３８０円 ３２０円 

世帯全員が市民税非課税者 １,６５０円 ３２０円 

うち合計所得金額及び課税年金収

入額の合計が80万円以下の者 
１,３９０円 ３２０円 

上記世帯で老齢福祉年金受給者等 １,３００円   ０円 

＊１食費及び居住費は標準的な利用者負担額 

＊２多床室（相部屋）の場合 
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(3) 社会福祉法人等が行う利用者負担軽減措置 

利用者負担金軽減の申出を行った社会福祉法人が行う対象サービスの

利用者負担について、市民税非課税世帯で要件をすべて満たし生計困難と

市が認めた方について利用者の支払金額の２５％が減額されますので、長

寿課へご相談ください。 

※介護老人福祉施設・訪問介護・通所介護･短期入所の各サービスに限る。 

(4) 災害を受けた場合又は生計中心者の著しい収入の減少があった場合 

被害の程度、収入の減収状況によって利用者負担金(原則、費用の１割

程度)が減額されます。 

６ 地域支援事業 

地域支援事業は、介護予防事業、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメ

ント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務）を行なうことにより、被保険

者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態となった場合に

おいても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う事業を実施します。 

(1) 介護予防事業 

① 認知症介護者との座談会 

認知症高齢者の介護者に対し、認知症について知識を深めるために

開催しました。 

○ ２５年度実施分 

実施日 出席者数 

１０月４日（金） １２人 

② 介護予防教室の開催 

ア 転ばぬ先のお達者教室 

要介護状態になるおそれのある方、転倒に対する不安の高い方に

対し、運動機能向上を中心としたプログラムを実施しました。 
 

講座内容 時 期 場 所 出席者数 

転倒予防の運動 

体 力 測 定 

（各１０回コース） 

 ９月～１１月 鳳来保健センター ２５人 

１０月～１２月 作手保健センター ２４人 

 １月～ ３月 新城保健センター ２５人 

イ 木曜塾・金曜塾 

介護予防の運動やミニ講座を実施しました。 

○ ２５年度実績 

木曜塾(日吉・老人福祉センター)     ４１回 延４０１人 

金曜塾(能登瀬・東部高齢者生きがいセンター)８回 延 ７８人 
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ウ 認知症予防教室 

「認知症になっても暮らしやすいまち」をめざし、認知症につい

ての正しい知識を学ぶことを目的に実施しました。 

実 施 日 実施内容（テーマ） 参加人数 

 ９月２６日 医師講話「認知症について知ろう」 ２０人 

１０月 ２日 歯科医師講話「噛むことの大切さ」 １７人 

１０月 ９日 管理栄養士講話「認知症予防と栄養」 ２２人 

１０月１６日 
愛知健康づくりリーダー指導 

「認知症予防と運動」 
２０人 

③ 配食サービス事業 

在宅のひとり暮らし高齢者に対し、食生活の改善と健康保持及び安

否の確認を行なうため事業を実施します。 

配達は週３回（火・木・金）の昼食又は夕食について実施し、１食

につき３０８円の自己負担が必要です。 

○ 利用状況 

年度 月平均利用者数 年間延食数 

２３ ２０９人 ２４,０８８食 

２４ ２４１人 ２７,９４７食 

２５ ２４３人 ２９,４４５食 

 

④ 友愛訪問事業 

ボランティア団体（はぐるまの会）が、ひとり暮らしの高齢者や寝

たきりの高齢者がいる家庭を毎月訪問し、心の交流、日常生活の相談、

安否確認を行ないます。 

○ 活動状況（被訪問者数及び訪問活動者数は翌年度名簿による） 

年度 被訪問者数 年間延訪問回数 訪問活動者数 

２３ １５７人 ３,４８３回  ９３人 

２４ １９６人 ３,４６８回  ９７人 

２５ １９７人 ３,８８１回 １０５人 

⑤ ミニデイサービス事業 

ひとり暮らしで家に閉じこもりがちな高齢者、要介護状態になるお

それのある高齢者に対して、地域のボランティア団体が公民館等で介

護予防の健康体操、ゲーム、手遊び等各種サービスを提供します。 

○ 実績 

年度 実施地区数 延参加高齢者数 

２３ ３７カ所 ６,２９０人 

２４ ３９カ所 ５,８０７人 

２５ ４２カ所 ６,３４６人 
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(2) 包括的支援・任意事業 

① 地域包括支援センター運営事業 

地域包括支援センターでは、保健師１名、看護師１名、主任介護支援専

門員２名、社会福祉士２名により、介護サービスのケアプランの作成、高齢

者やその家族からの相談、高齢者の虐待防止及び権利擁護などを行ないます。 

② 家族介護支援事業 

要介護４・５の市民税非課税世帯の介護者に対して、介護用品の支

給を行います。 

③ 老人クラブの活動 

老人クラブでは、老後の生活を明るく豊かなものにするため、趣味

活動、スポーツ大会、社会奉仕活動、高齢者大学の開講など活発な活

動を行なっています。        （各年度４月１日現在の状況) 

年度 クラブ数 会員数 

２４ ５６クラブ ３,０８４人 

２５ ５６クラブ ３,０１８人 

２６ ５０クラブ ２,６３１人 

７ 保 険 料 

(1) ６５歳以上の方（第１号被保険者） 

全員の方に保険料を納めていただきます。 

この保険料は、新城市で平成２４年度から平成２６年度までの３年間

に利用が見込まれる介護サービス及び介護予防事業に要する費用を推

計し、そのうち介護サービスは概ね２１％分を高齢者全員で分担するよ

うに設定してあります。（保険料に過不足ができた場合には、介護給付

費準備基金の積立てまたは取崩しを行い、調整することとしています。） 

市では、３年間の高齢者人口推計と所得段階別人数推計をもとに９段

階の保険料を定めました。ひとりひとりの保険料は、所得などに応じて

９段階のいずれかの保険料を納めていただきます。 

ただし、納め方は、ひとりひとり異なっていて、下記の①～③のいず

れかになります。 
 

※介護給付費準備基金 

第１号被保険者の保険料が介護サービス給付費支払に充てられ、こ

の結果余剰金が生じた場合に一時この基金に積み立てます。 
 

年金が年額１８万円以上 →①年金から特別徴収（天引き） 

②金融機関口座からの振替（口座振替） 

年金が年額１８万円未満 -（口座振替依頼をされた方のみ） 

③現金納付（金融機関窓口で支払い） 

※年金が年額１８万円以上でも、次の場合は②・③になります。 
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・年度途中で６５歳に到達した方 

・    〃    他の市町村から転入された方 →翌年４月以降①に切替 

・    〃    年金の受取を開始した方 

・    〃    所得申告修正等により保険料段階が変わった方 

・その他（年金担保貸付金返済中・年金支払調整・支給停止） 

○ 新城市の第１号被保険者(６５歳以上の方)の介護保険料額 

基準額 年額５３,４００円（１か月あたり４,４５０円） 

保険料 

段階 
対象者 保険料率 

２４年度の 
保険料額 

第１段階 

世帯全員が市民税非課税でかつ

老齢福祉年金の受給者と生活保

護受給者等 

基準額 

× 

０.５ 

２６,７００円 

第２段階 

市民税世帯非課税で、本人の課税

年金収入額と合計所得金額の合

計額が80万円以下の方 

基準額 

× 

０.５ 

２６,７００円 

第３段階 

市民税世帯非課税で、本人の課税年

金収入額と合計所得金額の合計額

が80万円を超え120万円以下の方 

基準額 

× 

０.６５ 

３４,７１０円 

第４段階 

市民税世帯非課税で、本人の課税

年金収入額と合計所得金額の合

計額が120万円を超える方 

基準額 

× 

０.７５ 

４０,０５０円 

第５段階 

市民税世帯課税、本人市民税非課

税で、課税年金収入額と合計所得

金額の合計額が80万円以下の方 

基準額 

× 

０.９ 

４８,０６０円 

第６段階 

市民税世帯課税、本人市民税非課

税で、課税年金収入額と合計所得

金額の合計額が80万円を超える方 

基準額 ５３,４００円 

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計

所得金額が200万円未満の方 

基準額 

× 

１.２５ 

６６,７５０円 

第８段階 

本人が市民税課税で前年の合計

所得金額が200万円以上500万円

未満の方 

基準額 

× 

１.５ 

８０,１００円 

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計

所得金額が500万円以上の方 

基準額 

× 

１.７５ 

９３,４５０円 
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(2) ４０歳から６５歳未満の方（第２号被保険者） 

医療保険分と介護保険分とを合算して社会保険料として納めていた 

だきます。 

介護保険分の保険料は、今までの医療保険分の保険料と同じ方法で算 

定されています。 

 

・健康保険の方＝ 給料に応じて保険料額が決まります。 

     （政管・組合） 給料から社会保険料として天引きになります。 

                  （各医療保険のそれぞれの算定方法で、個人ごとに決められます。） 

・国保の方  ＝ 所得、資産などに応じて保険料額が決まります。 

                    口座振替や現金納付で納めていただきます。 

○ 第１号被保険者保険料の減免 

次のような状況の場合は、保険料の減免を申請することができます。 

① 第１号被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者 

が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家 

財又はその他の財産について著しい損害を受けたとき。 

② 第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡 

したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入 

院したことにより、その者の収入が著しく減少したとき。 

③ 第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入 

が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により 

著しく減少したとき。 

④ 第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入 

が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作その他これに類する 

理由により著しく減少したとき。 

⑤ 第２段階の所得区分のうち、下記の要件に該当するとき 

ア 前年の世帯収入金額が生活保護の基準以下である。 

イ 保険料の賦課期日の属する年度分の、市民税を課される者の扶養 

を受けていない。 

ウ 社会保険の被扶養者でない。 

エ すべての世帯員が所有している自己居住用の土地・家屋以外の固 

定資産を活用しても、なお保険料の納付が困難である。 

オ すべての世帯員の預貯金、手持金等の合計が、生活保護の基準(１ 

ヶ月分)の１２倍を超えない。 
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(参考)指定居宅介護支援事業所等一覧  

これらの事業所は、県の指定を受け、要介護認定等の申請の代行と介護(介

護予防)サービス計画(ケアプラン)の作成を行ないます。 

サービス計画作成を依頼する事業所は、本人又は家族が選択することがで

きます。ただし、要支援の認定を受けた方については、地域包括支援センタ

ーが担当します。 

※ 新城市内の事業所を掲示しています。 

指定事業所名 所 在 地 連絡先電話・FAX 

しんしろ福 祉会館居宅

介護支援事業所 

〒441-1363 

新城市字東沖野20番地12 

0 5 3 6 - 2 3 - 5 6 1 8 

0 5 3 6 - 2 3 - 5 0 4 6 

麗楽荘居宅介護支援事業所 
〒441-1301 

新城市矢部字上ノ川１番地4 

0 5 3 6 - 2 2 - 4 1 1 1 

0 5 3 6 - 2 2 - 4 1 1 2 

寿楽荘居宅介護支援事業所 
〒441-1338 

新城市一鍬田字清水野12番地3 

0 5 3 6 - 2 6 - 0 0 5 0 

0 5 3 6 - 2 6 - 0 6 3 1 

アイ居宅介護支援事業部 

（今泉病院内） 

〒441-1376 

新城市字宮ノ前24番地3 

0 5 3 6 - 2 2 - 1 1 5 0 

0 5 3 6 - 2 3 - 5 4 2 8 

こすもす居 宅介護支援

事業所 

〒441-1355 

新城市上平井380番地 

0 5 3 6 - 2 3 - 1 8 8 0 

0 5 3 6 - 2 3 - 2 4 0 2 

ミズホ居宅介護支援事業所 
〒441-1363 

新城市字東沖野37番地4 

0 5 3 6 - 2 3 - 8 1 3 8 

0 5 3 6 - 2 3 - 8 1 3 8 

サマリヤの丘 

居宅介護支援事業所 

〒441-1301 

新城市矢部字上ノ川1番地3 

0 5 3 6 - 2 4 - 1 1 6 5 

0 5 3 6 - 2 4 - 1 1 6 6 

コープあいち 

福祉サービス・新城 

〒441-1367 

新城市字西新町12番地1 

0 5 3 6 - 2 4 - 1 8 1 1 

0 5 3 6 - 2 4 - 1 8 5 5 

新城･豊川介護支援センター 
〒441-1341 

新城市杉山字端城26番地5 

0 5 3 6 - 2 3 - 6 5 8 1 

0 5 3 6 - 2 3 - 6 5 8 2 

ほうらい居 宅介護支援

事業所 

〒441-1945 

新城市玖老勢字クルミ沢1番地2 

0 5 3 6 - 3 5 - 0 6 9 4 

0 5 3 6 - 3 5 - 0 6 9 5 

医療法人静巌堂医院居

宅介護支援事業所 

〒441-1946 

新城市副川字大貝津13番地 

0 5 3 6 - 3 5 - 0 0 2 2 

0 5 3 6 - 3 5 - 0 2 8 6 

愛知東農業協同組合居

宅介護支援事業所 

〒441-1634 

新城市長篠字日焼7番地1 

0 5 3 6 - 3 2 - 1 9 0 5 

0 5 3 6 - 3 2 - 1 9 4 0 

虹の郷居宅介護支援事業所 
〒441-1423 

新城市作手高里字縄手上22番地 

0 5 3 6 - 3 8 - 1 4 8 1 

0 5 3 6 - 3 7 - 6 0 3 3 

星野病院居宅介護支援事業所 
〒441-1615 

新城市大野字上野70番地3 

0 5 3 6 - 3 2 - 1 5 1 5 

0 5 3 6 - 3 2 - 1 5 1 6 

ろくじゅ介護 

支援センター新城 

〒441-1332 

新城市黒田字萩野69番地 

0 5 3 6 - 2 4 - 8 1 6 0 

0 5 3 6 - 2 4 - 8 1 6 1 

さくらしんしろ 

ケアプランセンター 

〒441-1367 

新城市字札木32番地10 

0 5 3 6 - 2 4 - 9 2 8 8 

0 5 3 6 - 2 4 - 9 2 8 9 

新城市地域包括支援センター 

（しんしろ福祉会館内） 

〒441-1363 

新城市字東沖野20番地12 

0 5 3 6 - 2 3 - 6 8 1 0 

0 5 3 6 - 2 3 - 5 0 4 6 
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障 害 者 の 福 祉  

１ 障害者手帳の交付 

(1) 身体障害者手帳 

① 対象となる方 

目、耳、口、手足、心臓、じん臓、呼吸器、肝臓などに一定以上の

永続する障害のある方で、障害の程度により１級から 6 級までの等級

区分のいずれかに該当する方。 

② 手続きに必要なもの 

ア 身体障害者手帳交付申請書（用紙は市役所福祉課にあります。） 

イ 指定医の診断書（用紙は市役所にあります。） 

ウ 顔写真（たて４cm×よこ３cm）１枚  １年以内に写したもの 

③ 身体障害者手帳交付状況       （平成２６年４月１日現在） 

等級 視覚 
聴覚 

平衡機能 

音声・言語 

咀嚼機能 

肢体 

不自由 
内部 計 

１級 ３３人      ９６人 ３８１人   ５１０人 

２級 ２８人  ４３人    ２１０人   １人   ２８２人 

３級 １２人  ２４人 １０人   ２２６人 １５８人   ４３０人 

４級  ５人  ３３人  ６人   ３８３人 １５３人   ５８０人 

５級  ８人     １１９人    １２７人 

６級 １１人  ４７人     ３６人     ９４人 

計 ９７人 １４７人 １６人 １,０７０人 ６９３人 ２,０２３人 

(2) 療育手帳 

① 対象となる方 

概ね１８歳以前に持続すると思われる知的障害(知能指数７５以

下)が認められた方 

② 新規の手続きに必要なもの 

ア 療育手帳交付申請書（用紙は市役所福祉課にあります。) 

イ 療育手帳判定用調査表（用紙は市役所福祉課にあります。) 

ウ 顔写真（たて４㎝×よこ３㎝）1 枚 

エ 在学中の成績証明書等（１８歳以上の方のみ必要） 

③ 再判定の手続きに必要なもの 

ア 療育手帳再判定申請書（用紙は市役所福祉課にあります。) 

イ 療育手帳調査表[再判定用]（用紙は市役所福祉課にあります。) 

ウ 顔写真（たて４㎝×よこ３㎝）1 枚 

④ 療育手帳の交付状況         （平成２６年４月１日現在） 

重度(IQ35 以下) 中度(IQ36～50) 軽度(IQ51～75) 計 

１４０人 １１２人 ９２人 ３４４人 
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(3) 精神障害者保健福祉手帳  

① 対象となる方  

精神障害のため長期にわたり日常生活または社会生活への制約がある方  

（知的障害を除く精神患者のすべて）  

② 手続きに必要なもの  

ア 精神障害者保健福祉手帳交付申請書（用紙は市役所にあります。） 

イ 顔写真（たて４㎝×よこ３㎝）1 枚 

ウ 指定医の診断書（用紙は市役所にあります。）または、障害年金証書の写し 

③ 精神障害者保健福祉手帳の交付状況  （平成２６年４月１日現在） 

１級 ２級 ３級 計 

３０人 ２０１人 ４２人 ２７３人 

２ 障害福祉サービス 

平成２５年４月より「障害者自立支援法」が地域社会における共生の実現に

むけて、障害福祉サービスの日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

「障害者総合支援法」に改められ、障害者の定義に難病等が追加されました。 

障害福祉サービスは、障害者が障害の程度や心身の状態などに応じて、受

けられる全国一律のサービスです。 

(1) 障害福祉サービスの種類と内容 

介
護
給
付 

居宅介護 
ヘルパーの派遣により、自宅での入浴、排泄、食事の介

助等を行います。 

重度訪問介護 
重度の障害があり常に介護が必要な人に、自宅で入浴や

排泄、食事等の介助や外出時の移動の補助をします。 

行動援護 
知的障害や精神障害により行動が困難で介護が必要な人に、

行動するとき必要な介助や外出時の移動支援を行います。 

療養介護 
医療の必要な障害者で常に介護が必要な人に、医療機関

で機能訓練や療養上の管理、看護、介護や世話をします。 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、施設で入浴や排泄、食事の

介護や創作的活動などの機会を提供します。 

短期入所 

(ｼｮｰﾄｽﾃｲ) 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間施設へ入

所ができます。 

重度障害者等 

包括支援 

介護が必要な程度が非常に高いと認められた人に、居宅

介護などの障害福祉サービスを包括的に提供します。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、入浴や排泄、食事の介護などをし

ます。 
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訓
練
等
給
付 

自立訓練 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定期間に

おける身体機能や生活能力の向上のために必要な訓練

を行います。（生活訓練･機能訓練） 

就労移行支援 

就労を希望する人に、一定の期間における生産活動やそ

の他の活動の機会の提供、知識や能力の向上のために必

要な訓練を行います。 

就労継続支援 

通常の事業所で働く事が困難な人に、就労の機会の提供や

生産活動その他の活動の機会の提供、知識や能力の向上の

ための訓練を行います。（A 型＝雇用型・B 型=非雇用型） 

共同生活援助 

（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

地域で共同生活を営む人に、住居における相談や日常生

活上の援助を行います。 

宿泊型自立訓練 

居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常

生活能力を向上させるための支援・生活等に関する相談

及び助言その他の必要な支援を行います。 

相
談
支
援
給
付 

地域移行支援 

障害者施設に入所している障害者又は精神科病院に入

院している精神障害者等に、住居の確保その他の地域に

おける生活に移行するための活動に関する相談その他

の支援を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連

絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事

態等に相談その他必要な支援を行います。 

計画相談支援 

障害福祉サービス等を申請した障害者（児）についてサ

ービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等

利用計画の見直し（モニタリング）を行います。 

(2) 障害福祉サービスの利用申請等  

市では、利用希望者から申請を受け付けた後、利用者の心身の状況を

調査し、審査会等を通して総合的に判定し、支給の決定を行います。 

① 利用申請書の受理。 

② 調査員による８０項目のアセスメント調査を実施。 

③ 同時に、利用者より意向調査を実施。 

④ コンピューターによる１次判定、審査会による２次判定を経て、障 

害支援区分を決定。 

⑤ 支給決定を行い、利用者に対し障害福祉サービス受給者証を交付。 

(3) 障害福祉サービスの利用  

障害福祉サービスを利用する場合、サービス利用計画に基づいて指定

サービス事業者と契約を締結し、サービスの提供を受けます。  
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(4) 障害福祉サービスの利用者負担金  

障害福祉サービスの利用者負担は定率で、原則１割となっています。 

なお、利用者の負担軽減のため、所得に応じて上限額が設定されています。 
 

区 分 収 入 の 状 況 負担上限額 

生活保護・低所得 生活保護受給世帯・市民税非課税世帯 ０円 

一 般 １ 

居宅で生活する障害児 ４,６００円 

居宅で生活する障害者及び 

20 歳未満の施設入所者 
９,３００円 

一 般 ２ 市民税課税世帯 ３７,２００円 

利用するサービスに応じて、上記にある負担上限額の軽減策が講じら

れていますので、利用されるときには必ずご確認ください。  

(5) 障害福祉サービスの利用実績  

                         （平成２５年度実績） 

事 業 種 別 延利用人数 利用日数等 

介
護
給
付 

居宅介護   ９７８人 １２,００１ 時間 

重度訪問介護     ０人 ０ 時間 

行動援護    ５０人 ２５５ 時間 

療養介護    ７４人 ２,２０１ 日 

生活介護 １,１１６人 ２１,８９３ 日 

短期入所   ２７３人 １,６５２ 日 

重度障害者等包括支援     ０人 ０ 人 

共同生活介護   ４３２人 １１,８３１ 日 

施設入所支援   ６４５人 １９,２７４ 日 

訓
練
等
給
付 

自立訓練     ７人 １３１ 日 

就労移行支援   １７９人 ２,９５３ 日 

就労継続支援Ａ   ３０９人 ５,４９０ 日 

就労継続支援Ｂ   ６８５人 １１,２６２ 日 

共同生活援助   １４４人 ２,４１８ 日 

宿泊型自立訓練    １１人 ３１７ 日 

相
談
支
援 

給
付 

地域以降支援    １６人 

 地域定着支援    ３８人 

計画相談支援   ８３４人 
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(6) 市内の障害福祉サービス事業所  

① 介護訓練等給付 

ア 社会福祉法人 新城福祉会 
電 話 0536-24-1313   ＦＡＸ 0536-24-1555 
定員数 生活介護     ２４名  

就労移行支援    ６名  

就労継続支援Ｂ型 １０名 

○ レインボーはうす（新城市矢部字本並４８番地） 

提供するサービス 内  容 

生 活 介 護 下請け簡易作業・農耕作業・療育的活動 

就労移行支援 弁当製造販売・移動販売 

○ レインボーのお菓子やさん（新城市字町並１０９番地 オレンジプラザ１階） 

提供するサービス 内  容 

就労継続支援Ｂ型 焼き菓子、洋菓子の製造販売・施設外就労・自主製品販売 

○ オレンジプラザ（新城市字町並１０９番地 オレンジプラザ２階） 

提供するサービス 内  容 

生 活 介 護 下請け簡易作業 

○ グリーンファーム（新城市平井字野地２２番地１、２３番地１） 

提供するサービス 内  容 

生 活 介 護 下請け簡易作業・農耕作業・観葉植物の販売等 

 
イ 特定非営利活動法人 もくせいの家 

電 話 0536-32-3930   ＦＡＸ  0536-32-3930 

定員数 就労移行支援    ６名 

就労継続支援Ｂ型 １４名 

○ もくせいの家ほうらい（新城市長篠字丸井５番地２） 

提供するサービス 内  容 

就 労 移 行 支 援  各種部品の組み立て 

就労継続支援Ｂ型 靴下の仕上げ加工と販売・しいたけ栽培・農作業 

 

ウ 有限会社 グレース マナハウス 

電 話 0536-23-8141 

定員数 就労継続支援Ａ型 ２０人 

○ マナハウス（新城市富永字郷中５３番地） 

提供するサービス 内  容 

就労継続支援Ａ型 スーパー等バックヤード作業（商品の袋詰め、パック作業等） 
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エ 社会福祉法人 やまなみ会 

電 話 0536-23-0087   ＦＡＸ 0536-23-2003 

定員数 就労継続支援Ｂ型 ２０人 

○ やすらぎの家（新城市字下川２３番地） 

提供するサービス 内容 

就労継続支援Ｂ型 タオルたたみ・自動車部品の組み立て・メール便宅配等 

② グループホーム 

ア 社会福祉法人 新城福祉会 

電 話 0536-24-1313   ＦＡＸ 0536-24-1555 

ホ ー ム 名  住  所 定 員 

サポートホーム 

しんしろ 

城北ホーム 新城市平井 ４名 

石田ホーム 新城市石田 ６名 

市場台ホーム 新城市市場台 ４名 

第２城北ホーム 新城市平井 ２名 

サポートホーム 

第２しんしろ 

万福ホーム 新城市石田 ７名 

八幡ホーム 新城市石田 ４名 

サポートホーム 

ほうらい 

長篠ホーム 新城市長篠 ４名 

矢部ホーム 新城市矢部 ４名 

 

イ 有限会社 グレース 

電 話 0536-23-8141 

ホ ー ム 名 住  所 定 員 

マナホーム 
新城市富永 

６名 

マナホーム２ ５名 

 

③ 居宅介護 

事 業 所 名 住  所 電  話 

レインボーはうす 新城市矢部字本並４８番地 0536-24-1313 

しんしろ福祉会館 新城市字東沖野２０番地１２ 0536-23-5618 

みかわ市民生協 コープ 

あいち福祉サービス・新城 
新城市字西新町１２番地 1 0536-24-1811 

瑞穂ケア・サービス 新城市字東沖野３７番地４ 0536-23-8138 

虹の郷 新城市作手高里字縄手上２２番地 0536-38-1481 

ヘルパーステーション幸 新城市杉山字野中５２番地１ 0536-22-3365 
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④ 行動援護事業所 

事 業 所 名 住    所 電  話 

レインボーはうす 新城市矢部字本並４８番地 0536-24-1313 

 

⑤ 短期入所  

事 業 所 名 住    所 電 話 

矢部ホーム 新城市矢部字松下６番地２ 0536-24-1313 

 

３ 障害児福祉サービス 

児童福祉法に基づく障害児支援体制の強化が図られ、年齢や障害特性に応

じた専門的な支援として、児童発達支援、放課後等デイサービスが設けられ

ています。 

(1) 障害児福祉サービスの種類と内容 

児童通所給付 
児童発達支援 障害児が、施設に通い、日常生活の

基本的な動作の指導や集団生活への

適応訓練などを受けられます。 放課後等デイサービス 

(2) 障害児福祉サービスの利用実績 

事 業 種 別 延利用人数 利用日数等 

児童通所給付 
児童発達支援 １２２人 １,８０９ 日 

放課後等デイサービス ２１９人 ８８８ 日 

(3) 児童福祉法サービス事業所 

○ 特定非営利活動法人 ママサポート 子いづみや 

事 業 種 名 住  所 電 話 

児童デイサービスおひさま 新城市片山３６１番地７ 0536-23-8510 

 

４ 地域生活支援事業 

障害者総合支援法では、地域の実情に応じて柔軟に実施することが望ま

しい事業を地域生活支援事業として法定化されています。 

新城市では、次の事業を実施しています。 

(1) 相談支援 

障害者等からの相談に応じ、情報の提供や権利擁護のために必要な援

助等を行います。 

① 新城市社会福祉協議会相談支援事業所 

② 新城市障害者相談支援事業所レインボーはうす 

③ やまなみ会相談支援事業所 

④ もくせいの家ほうらい相談支援事業所 
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(2) 意思疎通支援  

聴覚・言語・音声機能などの障害のため、意思疎通に支障のある障害

者に手話通訳者等の派遣をする事業です。利用者負担は無料です。  
 

(3) 日常生活用具給付  

在宅の障害者に、日常生活を円滑に送るための用具の給付をします。  

① 日常生活用具の種類  

障害部位  品      目  

下肢・体幹障害  

便器、特殊マット、訓練用ベッド、特殊寝台、火災報知器、 

自動消火器、特殊尿器、入浴補助用具、体位変換器、  

歩行支援用具、移動用リフト、住宅改修費、その他  

肢体・言語障害  火災報知器、自動消火器、携帯用会話補助装置、その他  

上肢障害  特殊便器、火災報知器、自動消火器、その他  

視覚障害  

ポータブルレコーダー、点字タイプライター、時計、  

電磁調理器、火災報知器、自動消火器、音声式体温計、 

音声体重計、点字図書、拡大読書器、点字ディスプレイ、 

活字文書読上げ装置、その他  

聴覚障害  
屋内信号装置、火災報知器、情報受信装置・通信装置、 

自動消火器、その他  

腎臓障害  透析液加湿器  

呼吸器障害  
酸素ボンベ運搬車、ネプライザー、電気式たん吸引器、 

パルスオキシメーター  

膀胱・直腸障害  収尿器、ストマ用装具、紙おむつ  

② 費用負担  

障害福祉サービスとは別に、定率で、原則１割となっています。な

お、利用者の負担軽減のため、市民税の課税状況に応じて上限額が設

定されています。  

(4) 移動支援  

屋外での移動に困難がある障害者に社会生活上必要不可欠な外出およ

び余暇活動などの社会参加のため、ヘルパーが外出支援を行います。  

① 移動支援事業利用実績              （平成２５年度実績） 

種 別  利用実人員  利用延べ時間  

身体障害者  １２人  ８９２．５時間  

知的障害者  ３６人  １,６３０．０時間  

精神障害者   ６人  ７８３．０時間  

障 害 児  ２１人  ２,４０８．５時間  
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② 移動支援指定事業所一覧  

事 業 所 名 住    所 電  話 

しんしろ福祉会館 

訪問介護事業所 
新城市字東沖野２０番地１２ 0536-23-5618 

虹の郷訪問介護事業所 新城市作手高里字縄手上２２番地 0536-38-1481 

居宅介護事業所 

レインボーはうす 
新城市矢部字本並４８番地 0536-24-1313 

コープあいち 

福祉サービス新城 
新城市字西新町１２番地 1 0536-24-1811 

コープあいち 

福祉サービス豊川 
豊川市西塚町 2 丁目 5 番地 0533-85-4686 

居宅介護エコハウス 豊川市大木町石道７８番地１ 0533-93-7331 

みその訪問介護サービス 豊川市金沢町稲場７番地 0533-92-2035 

ＷＡＣケアステーション 豊橋市南瓦町１４番地１ 0532-52-4315 

キラリ訪問介護 
豊川市光明町１番地１１ 

フォーブル湯本１０１号 
0533-83-3788 

たいよう介護ステーション 豊川市諏訪１丁目３５番地 0533-65-7730 

ヘルパーステーション幸 新城市杉山字野中５２番地１ 0536-22-3365 

※事業所ごとで受入可能な障害種別を設定しています。詳細は福祉課へお問合せください。 

 

(5) 地域活動支援センター  

創作的活動または生産活動の機会や社会との交流の場を提供する事業です。 

他市町村の地域活動支援センターの利用も可能ですが、事前に市役所

福祉課までご相談くだい。  

○ 地域活動支援センター利用実績                （平成２５年度実績） 

種 別  利用実人数  利用延べ人数  

身体障害者   ９人  ９３８人  

知的障害者   ２人  １１１人  

精神障害者  １１人  ８３０人  

 

(6) 身体障害者訪問入浴サービス  

入浴が困難な在宅の重度障害者に委託業者を派遣して、入浴サービス

を行います。負担金は、1 回につき１,０００円です。  

利用実績  利用実人数  利用延べ人数  

平成２５年度  １０人  ６２４人  

 



27 

 

(7) 日中一時支援 

障害者（児）施設等において日中活動の場を提供し、介護者の一時的

な休息を図ります。  

① 日中一時支援事業利用実績                   （平成２５年度実績） 

種 別  利用実人員  利用延べ回数  

身体障害者   ５人  １９６回  

知的障害者  １３人  ６１８回  

精神障害者   ４人   ５８回  

障 害 児  １２人  １５０回  

② 日中一時支援事業所一覧  

事 業 所 名 住     所 電  話 

レインボーはうす 新城市矢部字本並４８番地 0536-24-1313 

やすらぎの家 新城市字下川２３番地 0536-23-0087 

もくせいの家ほうらい 新城市長篠字丸井５番地２ 0536-32-3930 

シンシア豊川 豊川市平尾町諏訪下１０番地 0533-88-7500 

ホタルの郷 豊川市足山田町年長１番地６ 0533-93-7686 

ショートステイ 樹・たつき 豊川市上長山町小南口原１３４番地２ 0533-93-1995 

愛厚希全の里 豊川市一宮町上新切３３番地４ 0533-93-2062 

豊橋ゆたか学園 豊橋市高師町字北原１番地１０４ 0532-62-0112 

あかね荘 豊橋市弥生町字中原７７番地１ 0532-38-9090 

いわさき・こどもショートステイ 豊橋市岩崎町字利兵７１番地 0532-61-2062 

第２ゆたか希望の家 設楽町東納庫字松山６番地２ 0536-65-0370 

こども発達センター 豊橋市中野町字中原１００番地 0532-39-9200 

おとわの杜 豊川市赤坂町東山１２番地１ 0533-95-3611 

ゆいまーる 豊川市一宮町野添２１９番地３ 0533-79-4968 

蔵王の杜 田原市田原町石取１番地９ 0531-23-7511 

※事業所ごとで受入可能な障害種別を設定しています。詳細は福祉課へお問合せください。 

(8) その他の地域生活支援事業  

更生訓練費給付、知的障害者職親委託、自動車改造助成、自動車運転  

免許取得助成などがあります。  

○ 給付実績                     （平成２５年度実績）  

サービス名  給  付  実  績  

 更生訓練費 ０件  

 自動車改造助成 ５件  

 自動車運転免許取得助成 ０件  

※（４）（５）（７）の事業は、原則 1 割の自己負担がありますが、  

障害福祉サービスに準じた負担上限を設けております。  
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５ 自立支援医療  

(1) 精神通院 

精神疾患により継続的に通院等が必要な方に、自立支援医療受給者証を

発行します。この受給者証の提示により、通院医療費を公費で負担します。 

申請の窓口は市役所福祉課又は、総合支所地域振興課です。申請に際

しては、指定の診断書、健康保険証等が必要となります。 

○ 自立支援医療受給者証保持者 ５１７人（平成２６年４月１日現在） 

(2) 更生医療 

身体に障害のある方がその障害の程度を軽くしたり、日常生活上効果

が見込まれると医師が認めた場合に、医療の給付を行います。 

申請の窓口は市役所福祉課又は、総合支所地域振興課です。 

申請に際しては、指定の医師の意見書、健康保険証等が必要となります。 

① 対象者：身体障害者手帳を所持している、18 歳以上の方。 

② 内 容：指定医療機関における腎臓機能障害の血液透析、心臓機能 

障害者や肢体不自由者の手術・治療など。 

③ 給付決定件数               （平成２５年度実績） 

透 析 心 臓 肢 体 免 疫 聴 覚 

８０件 ０件 ２件 ２件 ０件 
 

(3) 育成医療 

１８歳未満の身体上の障害を有する方が、生活能力を得るために必要

となる医療の給付を行います。 

申請の窓口は市役所福祉課又は、総合支所地域振興課です。 

いずれも、原則１割の自己負担ですが、所得に応じて自己負担上限額

が設定されます。また、それぞれ自己負担分を助成する市の医療費助成

制度もあります。 
 

６ 補装具 

身体に障害のある方が、その障害を補い、日常生活を容易にするための器

具を購入又は修理する場合に要する費用を助成します。支給の方法は、利用

者の申請に基づき、補装具の購入又は修理が必要と認められた場合、公費負

担分を市が支給するものです。 

(1) 基準（次に掲げる要件を全て満たすもの） 

① 身体の欠損又は損なわれた身体機能を補完、代替するもので、障害

個別に対応して設計、加工されたものであること。 

② 身体に装着又は装用して日常生活又は就学、就労に用いるもので、

同一製品を継続して使用するものであること。 

③ 給付に際して専門的な知見を要するものであること。 
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(2) 補装具の主な種類 

① 義手、義足、装具、座位保持装置 

② 車いす、電動車いす、歩行器 

③ 盲人安全つえ、補聴器 

④ 重度障害者用意思伝達装置 

(3) 費用負担 

障害福祉サービスとは別に、定率で、原則１割となっています。なお、

障害福祉サービスと同様、利用者の負担軽減のため、所得に応じて上限

額が設定されています。 
 

７ 特別障害者手当等 

次に掲げる障害者の方に、特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉

手当、愛知県特別障害者手当などが支給されます。（所得制限あり） 

(1) 特別障害者手当 

２０歳以上で、精神または身体に著しく重度の障害があるため、日常生活

において常時特別の介護を必要とする在宅の方 （月額 ２６,０００円） 

(2) 障害児福祉手当 

２０歳未満で、精神または身体に重度の障害があるため、日常生活に

おいて常時特別の介護を必要な在宅の児童   （月額 １４,１８０円） 

(3) 経過的福祉手当 

２０歳以上で、従来の福祉手当受給者のうち、特別障害者手当、障害

基礎年金のいずれも受けられない在宅の方   （月額 １４,１８０円） 

(4) 愛知県特別障害者手当 

上記の国の手当受給者に加算して支給 

Ａ種―身体障害１、２級かつＩＱ３５以下  （月額   ６,８５０円） 

Ｂ種―身体障害１、２級またはＩＱ３５以下 （月額   １,０５０円） 

(5) 愛知県障害児福祉手当及び経過的福祉手当 

上記の国の手当受給者に加算して支給 

Ａ種―身体障害１、２級かつＩＱ３５以下  （月額   ６,９００円） 

Ｂ種―身体障害１、２級またはＩＱ３５以下 （月額   １,１５０円） 

（金額は、いずれも平成２６年４月１日現在のもの） 

※支給時期は、５．８．１１．２月の年４回 

(6) 支給状況               (平成２６年４月 1 日現在) 

特別障害者手当 障害児福祉手当 経過的福祉手当 計 

３５人 １５人 ２人 ５２人 
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８ 在宅重度障害者手当  

次に掲げる在宅の障害者の方に、在宅重度障害者手当が支給されます。 

ただし、所得制限があります。 

(1) 対象者 

① １種 ― １級または２級の身体障害者手帳を有し、かつ、療育手帳を 

① １種 ― 有する方で、その判定区分のＩＱが３５以下と判定された方 

（月額 １５,５００円） 

② ２種 ― ６５歳までに身体または療育手帳を有し、次のいずれかの 

② ２種 ― 障害を有する方           （月額  ６,７５０円） 

ア １級または２級の身体障害者手帳を有する方。 

イ 療育手帳を有する方で、その判定区分のＩＱが３５以下と判定された方。 

ウ ３級の身体障害者手帳を有し、かつ療育手帳を有する方で、その 

判定区分のＩＱが５０以下と判定された方。 

（ただし、特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当のいずれかが支

給されている方を除く。金額は、いずれも平成２６年４月１日現在のもの） 

※ 支給時期は、４．８．１２月の年３回です。 

(2) 支給状況                       （平成２６年４月１日現在） 

１種 ２種 計 

５人 ５２８人 ５３３人 

９ 新城市障害者手当 

次に掲げる障害者の方に、新城市障害者手当が支給されます。ただし、社

会福祉法二条２の施設入所者と特別障害者手当等受給者には支給されません。 

(1) 対象者 

① 身体障害者手帳１～２級またはＩＱ３５以下の方、 

精神障害者保健福祉手帳１級の方。     （月額 ２,８００円） 

② 身体障害者手帳３級またはＩＱ３６～５０の方、 

精神障害者保健福祉手帳２級の方。     （月額 ２,４００円） 

③ 身体障害者手帳４級の方。         （月額 １,２００円） 

④ 身体障害者手帳５～６級またはＩＱ５１～７５の方、 

精神障害者保健福祉手帳３級の方。     （月額 １,０００円） 

（対象者区分及び金額は、いずれも平成２６年４月１日現在のもの） 

※ 支給時期は、７．１１．３月の年３回です。 

(2) 支給状況               （平成２６年４月１日現在） 

身体障害 1･2 級 

lQ35 以下 

精神障害１級 

身体障害 3 級

lQ36～50 

精神障害 2 級 

身体障害 4 級 

身体障害 5･6 級 

lQ51～75 

精神障害 3 級 

計 

８２０人 ７５５人 ４４４人 ２９８人 ２,３１７人 
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10 障害者福祉タクシー料金助成事業 

重度の障害のある方が、通院等のためにタクシーを利用される場合、料金

の一部を助成します。  

(1) 対象者 

① 身体障害者手帳 １～３級の方 

② 療育手帳 Ａ・Ｂ判定の方 

③ 精神障害者保健福祉手帳 １～２級の方 

※ ただし、自動車税・軽自動車税の減免を受けている方を除きます。 

(2) 助成額 

年間２４回分で、1 回の助成額は、７００円です。 

ただし、週 1 回以上人工透析のために通院している方には年間４８回 

分の助成券を交付しています。  

(3) 利用状況      （平成２５年度実績） 

利用者数  利用件数  

１１９人 １,８０７件 

11 税の減免等  

障害がある方の税負担等を軽減するために、所得税、住民税、相続税、自

動車税、自動車取得税、並びにＮＨＫ受信料などの減免制度があります。 

また、郵便貯金や少額貯蓄の非課税制度の適用も受けられます。ただし、

減免等の対象や程度は障害の種類や等級により異なります。 

詳しくはそれぞれの関係機関へお問い合わせください。 
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児 童 の 福 祉  

１ こども園  

新城市では、平成２５年４月１日から市内の幼稚園・保育園を一体的に運営しています。 

・ 施設名称を「こども園」に統一しました。 

・ 保育料を統一し、併せて保護者負担を軽減しました。 

・ 基本となる開園時間（午前８時３０分～午後５時）を統一しました。 

・ ３歳から５歳児の基本保育時間（午前８時３０分～午後３時）は、就 

学前教育を保障するため入園要件を撤廃しました。  

・ 幼稚園と保育園のカリキュラムを統一しました。 

○ 幼年人口                 （平成 26 年 4 月 1 日現在） 

総 人 口 学齢前児童数 比率 こども園児童数 

４８,７７５人 ２,００３人 ４.１％ １,２４２人 

 

○ こども園一覧 

園 名 所 在 地 園 名 所 在 地 

新城こども園 字東入船 32 番地 1 東部こども園 日吉字上ノ風呂 58 番地 

中央こども園 字東沖野 28 番地 2 宇利こども園 中宇利字坂 44 番地 8 

城北こども園 字宮ノ後 78 番地 八名こども園 富岡字杉畑 54 番地 5 

千郷東こども園 杉山字野中 64 番地 1 長篠こども園 長篠字丸井 19 番地 1 

千郷中こども園 豊栄字スハ山 248 番地 4 鳳来こども園 玖老勢字便福 17 番地 

千郷西こども園 豊島字馬渡 11 番地 2 鳳来西こども園 布里字栗峯 20 番地 5 

東郷東こども園 大海字黒瀬 23 番地 7 山吉田こども園 上吉田字松沢 5 番地 

東郷中こども園 八束穂字天王 1041 番地 2 大野こども園 大野字久羅下 39 番地 

東郷西こども園 上平井字昭和 970 番地 作手こども園 作手高里字縄手上20番地1 

※H26.4.1 から吉川こども園は休園 

○ 月額基本保育料（午前８時３０分～午後３時、給食費込み） 

区 分 階 層 平日基本保育料 土曜基本保育料 

０～２歳児 Ａ～Ｄ７ ０～２８,１００円 ０～７,７００円 

３ 歳 児  Ａ～Ｄ７  ０～１０,０００円 ０～３,９００円 

４～５歳児 Ａ～Ｄ７  ０～１８,６００円 ０～３,３００円 

 

○ 年齢別こども園入園状況         （平成 26 年 4 月 1 日現在） 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

こども園 7 人 73 人 124 人 353 人 331 人 354 人 1,242 人 
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２ 特別保育の実施状況 

(1) 延長保育 

保護者の就労状況や家庭の事情で、基本保育時間(平日・土曜：午前 8 

時 30 分～午後 3 時)を延長して長時間の保育を必要とする場合に保育を 

行います。 

○ 延長保育時間 

 延長時間 実施園 

平
日 

午前 7 時 30 分 

～午後 5 時 
新城、東郷東、鳳来西、山吉田こども園 

午前 7 時 30 分 

～午後 6 時 

中央、千郷中、東郷中、東部、宇利、鳳来、大野、 

作手こども園 

午前 7 時 30 分 

～午後 7 時 
城北、千郷東、千郷西、東郷西、八名、長篠こども園 

土
曜 

午前 7 時 30 分 

～午後 6 時 

（作手こども園） 

※（）は利用者がある場合のみ開園 

午前 7 時 30 分 

～午後 7 時 

城北、長篠こども園、（千郷東こども園） 

※（）は利用者がある場合のみ開園 

 

○ 月額延長保育料（時間当たり） 

区 分 階 層 平日延長保育料 土曜延長保育料 

０～２歳児 Ａ～Ｄ７ ０～２,６００円 ０～６００円 

３ 歳 児  Ａ～Ｄ７  ０～２,６００円 ０～６００円 

４～５歳児 Ａ～Ｄ７  ０～２,２００円 ０～５００円 

(2) 乳児保育 

生後６か月を超え年度当初１歳に満たない児童について、家庭で保育

できない場合に限り、保育を行います。 

○ 実施園 中央、城北、千郷東、千郷中、東郷中、八名、長篠、作手 

こども園 

(3) 障がい児保育 

集団保育が可能な概ね３歳以上の児童の保育を行います。 

○ 実施園 全こども園 

(4) 統合保育 

特に個別配慮や支援が必要とされる３歳以上の児童について、通常保

育と併せて療育を行います。 

○ 実施園 東郷東こども園 
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(5) 一時保育 

一時保育とは、保護者の仕事、傷病、災害、事故、出産、看護、冠婚

葬祭、育児疲れなどにより、一時的に日中の家庭保育が困難となる児童

を預かる制度で、次のような場合に一時保育が利用できます。 

・非定型的保育 家庭での保育が断続的に困難となる場合 

・緊 急 保 育 やむを得ない理由により、緊急一時的に保育が必要となる場合 

・リフレッシュ保育 育児に伴う保護者の身体的、心理的負担を解消するため、 

一時的に児童を預かる場合 

○ 実施園 城北、長篠、作手こども園 

○ 開設時間・利用料 

対  象 
こども園に入園していない児童で、利用日現在において満１

歳児から就学前までの児童 

保育時間 午前８時３０分から午後３時まで 

利 用 料 

（日 額） 

３歳未満児 ２,１００円 

おやつ代、給食費込み ３歳児 １,１００円 

４歳児以上 １,０００円 

 

３ 家庭児童相談 

家庭児童相談員は、家庭における児童の養育上の様々な問題について相談
に応じ、愛知県新城設楽児童・障害者相談センターなどの関係機関と密接な
連携を保ち、適切な指導や助言を行っています。 

○ 相 談 員 １人 

○ 相談件数 平成２５年度実績(延件数) 

身体的虐待 性的虐待 
心理的虐待 
（ＤＶ含む） 

保護怠慢 
（ネグレクト） 

計 

３人 - １２人 １０人 ２５人 

 

４ 児童手当  

児童手当は、国内に居住している中学校終了前（15 歳到達後最初の年度
末まで）の子どもを養育している父または母のうち、生計の中心者に子ども
一人につき１月当たり下記の金額が支給されます。  

・３歳未満       月額１５ ,０００円  

・３歳以上小学校修了前 月額１０ ,０００円（第３子以降は１５,０００円） 

・中学生        月額１０ ,０００円  

・所得制限世帯     月額 ５ ,０００円  

○ 支給時期       ６・１０・２月の年３回  

○ 支給状況                     （平成２５年度末現在） 

受給資格者数  ３，０７６人  児童数  ５，４９８人  
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５ 児童扶養手当  

児童扶養手当は、両親または片親のいない家庭か、親が重度の障害の状態

にある家庭で児童（18 歳到達年度の末日までの者）を監護・養育している

方に支給されます。 

（受給資格者及び扶養義務者に所得制限あり。国民年金などの公的年金の受給者は除く。） 

○ 支給額・支給時期  

区 分 全部支給（月額） 一部支給（月額） 

児童１人の場合 ４１,０２０円 
４１,０１０円～９,６８０円 

（所得額により設定） 

児童２人の場合 ５,０００円加算 

児童３人以上の場合 ３人目から児童１人増すごとに３,０００円加算 

支給時期 ４・８・１２月の年３回 

○ 支給状況                        （平成２５年度末現在） 

受給資格者数 ３０９人 児童数 ４０８人 

６ 愛知県遺児手当 

県の遺児手当は、両親または片親のいない家庭か、親が重度の障害の状態

にある家庭で児童（１８歳到達年度の末日までの者）を監護・養育している

方に支給されます。  

（受給資格者及び扶養義務者に所得制限あり。国民年金などの公的年金の受給者は除く。） 

○ 支給額・支給時期  

区  分 １年目～３年目（３年間） ４年目～５年目（２年間） 

児童１人につき 
月額４,３５０円 月額２,１７５円 

６年目以降は支給されません。 

支給時期 ４・８・１２月の年３回 

○ 支給状況                       （平成２５年度末現在） 

受給資格者数  １７１人  児童数  ２８４人  

７ 新城市遺児手当  

市の遺児手当は、県の遺児手当と同じ条件の家庭の方に支給されます。（所得制限なし） 

○ 支給額・支給時期 

児童１人につき 月額２,０００円 

支給時期 ７・１１・３月の年３回 

○ 支給状況                       （平成２５年度末現在） 

受給資格者数 ４１２人 児童数 ６４３人 
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８ 特別児童扶養手当 

特別児童扶養手当は、２０歳未満の身体、知的または精神に中度・重度の障害（ま

たは病状）のある児童を養育している父若しくは母または養育者に支給されます。 

（受給資格者及び扶養義務者所得制限あり。障害を支給事由とする年金を受

けている場合は除く。） 

○ 支給額・支給時期 

１級（重度障害） １人につき 月額４９,９００円 

２級（中度障害） １人につき 月額３３,２３０円 

支給時期 ４・８・１１月の年３回 

○ 支給状況                       （平成２５年度末現在） 

受給資格者数 ４８人 児童数 ４９人 

９ 児童館  

児童館は、児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにす

るための施設です。 

(1) 鳥原児童館 

○ 開設年月日 平成８年４月１日 

○ 所 在 地 新城市日吉字下畑８１番地 

○ 延 床 面 積 ３９４．２９㎡  建築面積 ２３３．４４㎡ 

○ 開 館 時 間 午前９時から午後５時まで 

○ 休 館 日 月曜日、祝日（こどもの日は開館）、年末年始 

○ 利 用 状 況  平成２５年度実績 ５，９６１人 

(2) 児童館 たんぽぽ 

○ 開設年月日 平成１５年１１月３日 

○ 所 在 地 新城市長篠字日焼９番地の２ 

○ 延 床 面 積 ４０７．４２㎡ 

○ 開 館 時 間 午前９時から午後５時まで 

○ 休 館 日 日曜日、祝日（こどもの日は開館）、年末年始 

○ 利 用 状 況  平成２５年度実績 １３,６２７人 

10 地域子育て支援センター  

地域子育て支援センターは、いつでも自由に利用していただける子育て支

援の中核施設です。 

未就園の０歳から５歳までの子どもとお母さんを対象に、種々の事業を実

施しストレス・育児不安解消等、親子の触れ合いをサポートします。 
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(1) 千郷東子育て支援センター 

○ 開設年月日 平成１４年５月３１日 

○ 所 在 地 新城市杉山字野中６４番地１（千郷東こども園内） 

○ 開 設 時 間 午前９時から午後４時まで 

○ 休 業 日 土・日曜、祝日、年末年始、千郷東こども園の休業日 

○ 電 話 番 号  (０５３６)２２－０９５４ 

○ Eメールアドレス chisatohigashi-ic@city.shinshiro.lg.jp 

(2) 長篠子育て支援センター 

○ 開設年月日 平成２２年６月１日 

○ 所 在 地 新城市長篠字日焼９番地２（児童館たんぽぽ内） 

○ 開 設 時 間 午前９時から午後４時まで 

○ 休 業 日 日曜、祝日、年末年始 

○ 電 話 番 号  (０５３６)３２－３２２１ 

○ Eメールアドレス nagashino-ic@tees.jp 

(3) 作手子育て支援センター 

○ 開設年月日 平成１９年４月１日 

○ 所 在 地 新城市作手高里字縄手上２０番地１（作手こども園内） 

○ 開 設 時 間 午前９時から午後４時まで 

○ 休 業 日 土・日曜、祝日、年末年始、作手こども園の休業日 

○ 電 話 番 号  (０５３６)３８－１３５１ 

○ Eメールアドレス tsukude-ic@city.shinshiro.lg.jp 

(4) 事業内容 

事  業 対象・内容 曜日・時間 

ちびっこ広場 

（千郷東こども園内） 

＊０・１歳 

＊２歳   

親子で手遊び・製作・体操・お話 

木曜日（月 2～3 回） 

午前 9 時 30 分～11 時 

たんぽぽ広場 

（児童館たんぽぽ内） 

＊０～２歳 

親子ふれあい遊び・手遊び・ 

リズム遊び・体操・製作 

水曜日（月 2 回） 

午前 9 時 30 分～ 

     11 時 30 分 

ころころ広場 

（作手こども園内） 

＊０～２歳 

親子で手遊び・製作・体操・お話 

火曜日（月 2 回） 

午前 9 時 30 分～11 時 

育 児 相 談 ＊来所・電話・Ｅメール等 
月～金曜日 

午前 9 時～午後 4 時 

(5) 利用状況 

保育室 

開放 

ちびっこ 

広場 

たんぽぽ 

広場 

ころころ 

広場 

にこにこ 

ばすけっと 

キラキラ 

広場 

相談 

電話･ 

メール 
来所 

12,211 人 1,077 人 1,991 人 338 人 610 人 120 人 12 件 75 件 

 

mailto:chisatohigashi-ic@city.shinshiro.lg.jp
mailto:nagashino-ic@tees.jp
mailto:tsukude-ic@city.shinshiro.lg.jp
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11 児童遊園  

市内には、２か所の児童遊園があり、遊具、トイレなどを備えています。 

名   称  所 在 地  面積  設置年月日  

富 永 児 童 遊 園 字宮ノ後７８  ８７６㎡  Ｓ３８．４．１  

和 田 児 童 遊 園 作手保永字水上４８  ８５３㎡  Ｓ５０．５．１  

12 児童クラブ 

昼間、仕事等により保護者のいない家庭の小学校低学年児童等のために、児童ク
ラブを設置し、自主学習、遊びを中心とした活動を通して健全な育成を図ります。 

 
○ 対象児童 市内小学校在学中の１年生から３年生まで 

       （定員に余裕がある場合は４年生から６年生までも対象） 

○ 実施場所 

（通年開設）               （平成２６年４月１日現在） 

ク ラ ブ 名  場  所  ク ラ ブ 名  場  所  

新城児童クラブ 新 城 小 学 校  東郷西児童クラブ 東 郷 西 小 学 校 

中央児童クラブ 中 央 こ ど も 園 舟着児童クラブ 鳥 原 児 童 館  

千郷児童クラブ 

千郷東こども園 八名児童クラブ 老人ホーム寿楽荘 

ち さ と 館  庭野児童クラブ 庭 野 公 民 館  

千 郷 小 学 校  鳳来中部児童クラブ 鳳来中部小学校 

千 郷 中 学 校  東陽児童クラブ 東 陽 小 学 校  

東郷東児童クラブ 東 郷 東 小 学 校 作手児童クラブ 作手小学校北校舎 

（長期休みのみ開設）          （平成２６年４月１日現在） 

ク ラ ブ 名  場  所  クラブ名 場 所 

鳳来寺児童クラブ 鳳 来 寺 小 学 校 黄柳川児童クラブ 黄 柳 川 小 学 校 

○ 開設時間・利用料 

開
設
時
間 

月～金 
原則午後１時３０分 

～午後６時 

＊休業日 
土曜・日曜・祝日 
８月１３日～１５日 
１２月２９日～１月３日 
対象小学校の休校日 

夏・冬・春休み 午前８時～午後６時 

利 

用 

料 

通年利用の方 
月額５,０００円 

（８月は８,０００円） 

＊別途保険料（年 600 円）が

必要です。 

長
期
休
み
の
み
利
用 

春休み ４月 １,５００円 

夏休み 
７月 ２,０００円 

８月 ８,０００円 

冬休み  １,５００円 

春休み ３月 １,５００円 
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13 子育て支援短期利用事業  

(1) 短期入所生活援助事業 ・・・ショートステイ 

保護者が疾病等の理由により、家庭における養育が一時的に困難とな

った児童を児童福祉施設で短期間預かります。 

○ 利用期間   原則７日以内 

(2) 夜間養護事業 ・・・トワイライトステイ 

保護者の仕事等が恒常的に夜間にわたる場合に、保護者が帰宅するま

での間、児童を児童福祉施設で預かります。 

○ 利用期間 夜間１日おおむね４時間で６か月程度 

○ 実施場所 八楽児童寮 

○ 利用者負担額（１日当たり） 

区  分 
短期入所生活援助事業 

夜間養護事業 
２歳未満児 ２歳以上児 

生活保護世帯・ 

市民税非課税世帯 

（母子･父子家庭） 

０円 ０円 ０円  

市民税非課税世帯 

（母子･父子家庭以外） 
１,１００円 １,０００円 ３００円  

その他の世帯 ５,３５０円 ２,７５０円 ７５０円  

14 児童発達支援施設「おおぞら園」  

就学前の発達が気がかりな児童が保護者とともに通園することにより、保

護者の子ども理解を深め、親子のより良い関係づくりを図ります。また、遊

びを通じて言語の理解と発達、運動機能を高め、集団生活へのステップアッ

プづくりをします。  

○ 所 在 地 新城市能登瀬字白岩３２番地  

○ 通園児数 １８名（平成２６年４月１日現在）  

15 新城市子ども・子育て会議 

子ども、子育て支援法の規定により、平成２６年２月に「新城市子ども・

子育て会議」を設置しました。 

この会議では、潜在的なニーズも含めた地域での子ども・子育てに関する

ニーズを把握した上で、平成２７年度から５か年間の保育等の需要量見込み

とそれに見合った具体的な子育て支援施策である「子ども・子育て支援事業

計画」を作成します。 

委員の任期は２年で、子どもの保護者、子ども子育て支援に関する事業に

従事する者、子ども・子育て支援に関し学識経験のある者、一般市民等の１

５名で構成され、計画の変更や子育て支援施策の実施状況の調査審議、継続

的な点検・評価・見直しも行います。  
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16 新城市要保護児童対策地域協議会 

市では、要保護児童（虐待を受けている児童など）に関する相談、情報収集、

安否確認、支援等を児童・障害者相談センターと協力して行っています。 

要保護児童対策地域協議会は、代表者会議、連絡調整会議、個別ケース会

議の３層構造になっており、児童・障害者相談センター、警察署、保健所、

民生委員などの各機関と連携して、要保護児童への支援方針を協議し、各機

関による支援に結びつけています。 
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母 子 の 福 祉  

１ ひとり親家庭等の状況 

                               （平成２５年度末現在） 

母  子  父または養育者と子  計  

３５８世帯  ５４世帯  ４１２世帯  
 

２ 母子・寡婦福祉資金の貸付  

母子家庭及び寡婦の方が自ら進んで自立を図り、家庭生活及び職業生活の安

定と向上に努めるため、また児童の福祉増進のための貸付制度があります。  

○ 対 象 者 

・母子福祉資金 ２０歳未満の児童を養育している配偶者のない女子  

・寡婦福祉資金 扶養している子が２０歳以上になったため、母子福祉資  

金の貸付けの対象外となった配偶者のない女子  

○ 貸 付 利 息  無利子～年１．５％  

○ 資金の種類  事業開始、事業継続、修学、就学支度、技能習得、修業、  

就職支度、生活、住宅などの１２種類  
 

３ 母子生活支援施設への入所  

母子生活支援施設は、夫の死亡、離別、ＤＶなどで困窮する母子家庭のた

めの施設です。  

なお、世帯の所得状況に応じて一部負担金が必要となります。  
 

４ 母子自立支援員  

母子自立支援員は、家庭や資金の問題など母子家庭及び寡婦を取り巻く悩

みごとの相談に応じます。  
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福祉医療費助成事業 ･福祉給付金支給事業  
老人、障害者、戦傷病者、子ども、母子家庭等の福祉の増進を図るため、

次に掲げる受給資格者に医療費の一部を支給します。 

（２６年４月末現在） 

事業名 受給資格者 受給者数 

子 ど も 

医 療 費 

助成事業 

通院…中学校３年生（１５歳）年度末までの者 

入院…中学校３年生（１５歳）年度末までの者 

５,５２６人 

（受給者証発行者） 

障 害 者 

医 療 費 

助成事業 

ア 身体障害者手帳所持者で 

１級から３級の者 

４級で障害名が腎臓機能障害の者 

４級から６級で障害名が進行性筋萎縮症の者 

イ 知能指数が５０以下と判定されている者 

ウ 自閉症状群と診断されている者 

  ５７９人 

母子家庭等 

医 療 費 

助成事業 

ア 母子家庭の母 

イ 父子家庭の父 

ウ ア、イに扶養されている児童 

エ 父母のない児童 

※所得制限があります。 

  ７３８人 

後期高齢者 

福祉医療費 

助成事業 

後期高齢者医療に加入している者で、次の条件に該当する者 

ア 障害者医療、母子家庭等医療※に該当する者 

イ 精神障害者保健福祉手帳所持者で１級又は２級の者 

ウ 戦傷病者手帳所持者 

エ 精神措置入院患者、結核入院患者 

オ ねたきり高齢者、認知症高齢者※ 

※所得制限があります。 

１,０５２人 

福祉給付金 

支給事業 

高齢者の医療の確保に関する法律により医療を受ける

ことができる者で、独り暮らしで市民税非課税の者等 
  ２０３人 

精神障害者 

医 療 費 

助成事業 

精神障害者保健福祉手帳所持者 
対象者 

  ２６７人 

精神疾病の通院 

…自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けている者 

※自立支援医療については「障害者の福祉」をご覧ください。 

  ４３３人 
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生 活 保 護  

１ 保護の実施  

生活保護制度は、病気、失業その他の事情で生活に困窮する場合に、最低

限度の生活を保障するとともに、その自立の助長を図る制度です。  

生活保護を受けるためには、自分の能力に応じて働いたり、持っている資

産を生活のために活用するなど最善の努力をすることが必要で、それでもな

お最低限の生活が営めない場合に初めて保護が行われます。  

生活保護の申請があると、家庭の生活、収入、資産状況や親族からの援助

などを調査して、保護の要否とその程度を決定します。  

保護は、国の基準によって計算したその世帯の最低生活費とその世帯の収

入とを比較して、収入の方が少ない場合に受けられ、最低生活費から収入を

引いた額が保護費として支給されます。  

２ 保護の種類  

保護の種類は、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、介護扶助、医療扶助、出

産扶助、生業扶助、葬祭扶助の８つがあります。  

３ 被保護世帯数及び人員等の推移     （平成２６年４月１日現在） 

総 人 口  被保護世帯数  被保護人員  保護率（パーミル） 

４８,７７５人  １０８世帯  １３９人  ２．８４‰  

※総人口は外国人を含まず  

４ 被保護世帯の類型別         （平成２６年４月１日現在） 

区分 高齢世帯 母子世帯 傷病障害世帯 その他 計 

世帯数 ４６世帯 ６世帯 ２７世帯 ２９世帯 １０８世帯 

構成比 ４２.６％ ５.６％ ２５.０％ ２６.８％ １００.０％ 

５ 種類別保護の状況          （平成２６年４月１日現在） 

区分 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 生業扶助 医療扶助(入院) 医療扶助(外来) 

世帯数 ９０世帯 ７２世帯 ７世帯 ２０世帯 １世帯 ８世帯 ７９世帯 

人員 １１７人 ９９人 １４人 ２０人 １人 ８人 ９６人 
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６ 第二のセーフティネット 

離職によって住居を失ってお困りの求職者の方や、雇用保険受給資格がな

い方、または受給を終了した方で、就職活動中の生活費にお困りの求職者の

方に対しての支援策が用意されています。 

(1) 住宅支援給付 

離職者であって就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失し

ている方または喪失するおそれのある方を対象として、住宅の確保（住

宅喪失の予防）及び就労機会の確保を支援することを目的とした制度で

あり、市とハローワークによる就職支援を受けながら、市から賃貸住宅

の家賃のための支給を受けることができます。 
 

① 支給額は生活保護の住宅扶助特別基準に準拠した額です。 

また、収入に応じた調整があります。 

例：月３６,０００円（単身者・収入 84,000 円以下の場合） 

② 支給期間は原則３ヶ月ですが、一定の条件を満たした場合は、最大 

６か月間受給することができます。 

○ 問い合わせ先  ⇒ 福祉課  ２３－７６２４ 

(2) 総合支援資金貸付 

失業等により日常生活全般に困難を抱えている方を対象として、生活

の立て直しや経済的自立等を図ることを目的とした制度であり、社会福

祉協議会とハローワークによる支援を受けながら、社会福祉協議会から、

賃貸住宅入居時の敷金・礼金等のための資金や、生活を支援するための

資金などの貸付を受けることができます。 

連帯保証人を確保した場合の貸付利子は無利子、連帯保証人を確保で

きない場合の貸付利子は年１．５％となります。 

① 生活支援費(最長１年)  ２人以上の世帯  上限月額２０万円 

① 生活支援費(最長１年)  単身世帯     上限月額１５万円 

② 住宅入居費(敷金・礼金)          上限４０万円 

③ 一時生活再建費              上限６０万円 

○ 問い合わせ先  ⇒ 新城市社会福祉協議会  ２３－５６１８ 

(3) 臨時特例つなぎ資金貸付 

公的な給付・貸付などは申請から資金の交付まで若干の時間を要しま

す。「臨時特例つなぎ資金貸付」は、申請者がその間の生活に困窮するこ

とがないよう、社会福祉協議会から、当座の生活費の貸付を受けること

ができる制度です。上限１０万円(無利子)で、連帯保証人は不要です。 

＊ 貸付を希望する場合は、公的給付・貸付等を申請する際に、まずそ

の窓口でご相談下さい。 

○ 問い合わせ先  ⇒ 新城市社会福祉協議会  ２３－５６１８ 
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社 会 福 祉 法 人 新 城 市 社 会 福 祉 協 議 会  

新城市社会福祉協議会は、民間社会福祉活動の中核的役割を担うものとして、

市民参加の基に地域福祉推進のための諸活動を積極的に行っています。 

(1) 施設の概要 

施 設 名 住     所 ＴＥＬ・ＦＡＸ 

しんしろ福祉会館  
（  事 務 局  ）  

新城市字東沖野２０番地１２  
TEL 23-5618 

FAX 23-5046 

西部福祉会館  新城市野田字上市場２６番地２  
TEL 24-0505 

FAX 23-8668 

老人福祉センター  新城市日吉字山ノ田７７番地１  
TEL 23-0441 

FAX 23-0441 

作手センター  
新城市作手高里字縄手上２２番地  

作手高齢者生活福祉センター (虹の郷 ) 

TEL 38-1481 

FAX 37-6033 

(2) ホームページ http://www.shinshiroshakyo.or.jp 

(3) 電子メール  fukushi@shinshiroshakyo.or.jp 

１ 社会福祉振興事業 

社会福祉に対する相互扶助精神の高揚を図るため、広報による啓発を行っ

ています。  

また、各種の福祉推進団体の育成強化に努め、活動の円滑化を図っています。 

２ 援護事業  

(1) 低所得世帯に対する一時援護 

(2) 行路病者及び旅費欠乏者に対する一時援護 

(3) 災害(火災)に対する一時援護 

(4) 保護家庭及び準要保護家庭の児童・生徒に対する修学旅行費等の助成 

３ 児童福祉事業                  （平成２５年度） 

(1) 児童遊園地維持管理助成 ９ヶ所 

(2) 子ども会連絡協議会、母の会活動（子ども園 １９件）、おおぞら園に 

助成しました。 

(3) 子育て支援団体助成  ８団体 

(4) 児童館、小中学校、子ども園へ福祉関係図書寄贈  

４ 老人福祉事業 

各地区で開催される敬老会に対して助成を行っています。                                  

○ 平成２５年度実績 ８０歳以上 ５，３６４人  

また、老人クラブ連合会や地域の高齢者を対象に行われる「ふれあい会」

などに対して助成を行っています。  
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５ 母子・父子福祉事業 

母子寡婦福祉会の活動に対する助成を行っています。  

６ 障害児者福祉事業 

(1) 「身体障害者福祉協会」、「傷痍軍人会同妻の会」、「手をつなぐ育成会」

に対する助成 

(2) 身体障害者用各種器具の紹介 

(3) 手をつなぐ育成会卒業児童生徒に対する祝品の贈呈（平成２５年度実績） 

小学生 中学生 養護学校高等部 合 計 

１人 ４人 １人 ６人 

７ 歳末たすけあい事業 

(1) 赤い羽根共同募金（歳末たすけあい募金）を活用して、歳末訪問を行

っています。                  （平成２５年度実績） 

区分  生活保護世帯  老々世帯  
在宅ねたきり等  

高齢者  

ひとり暮らし  

高齢者  

対象者  ８５世帯  １８７世帯  ４８人  ７１７人  
 

(2) クリスマス会など年末年始活動を行なう福祉団体や子ども会などに対

し助成を行なっています  

８ 福祉団体育成事業 

福祉事業を推進する各種の団体に対し、助成・援護を行い、活動の推進を

図っています。 

９ 相談事業 

(1) 「心配ごと相談」を行い、市民が抱えるさまざまな悩みごとの相談に

応じました。                  （平成２５年度）  

区分  新城地区  鳳来地区  作手地区  

曜日  第１木曜  第３水曜  第２月曜  

時間  午後１時～午後４時  午後１時～午後４時  午後１時～午後４時  

場所  しんしろ福祉会館  鳳来開発センター  作手センター  

(2) 弁護士による「無料法律相談」を開設しています。（平成２５年度）  

開催日  毎月 第２・４水曜  

時間  午後１時～午後４時  

場所  しんしろ福祉会館  
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10 共同募金運動の推進 

市民の方々を始め、学校・職場・法人・団体等の協力を得て、共同募金運

動を積極的に推進しています。  

○ 募金実績                   （平成２５年度実績） 

一 般 募 金 歳 末 募 金 合   計 

８,１１９,２４６円 １,２９４,０００円 ９,４１３,２４６円 

11 社会福祉協議会会員の募集 

市民の方々や各種団体、事業所などから広く会員を募集し、その会費を財

源として各種の事業を実施しています。 

○ 会員会費状況                 （平成２５年度実績） 

一般会員  特別会員  法人会員  施設団体会員  会員計  会費総額  

10,564 人 160 人 328 法人 24 団体 11,076 7,435,800 円 

12 ボランティアセンター活動事業 

(1) 登録事業  

ボランティアセンター登録数 ３０団体  

(2) 養成研修事業  

各種ボランティア養成講習会をボランティアグループ等の協力を得て

開催しました。  

（点訳講習会・手話講習会・要約筆記講習会・音声訳講習会・防災ボラ

ンティアコーディネーター養成講座・傾聴ボランティア養成講座・レク

リエーションボランティア養成講座）  

(3) 活動推進事業  

ボランティア実践団体に活動費を助成しました。  

(4) 福祉教育事業助成事業  

市内の学校の福祉教育活動に助成しました。  計１５校  

新城小、舟着小、東郷西小、鳳来寺小、東陽小、鳳来東小、鳳来西小、  

連谷小、鳳来中部小、黄柳川小、新城中、千郷中、東郷中、鳳来中、  

作手中  
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13 地域福祉活動推進事業 

(1) 紙おむつ宅配サービス事業  

介護保険法の要介護４～５認定者（市重度要介護認定者家族介護用品

給付対象者を除く）または重度障害者に紙おむつ（パンツ型、フラット

型、リハビリパンツ、パッド、長時間パッドのいずれかを選択指定）を

年４回宅配しています。            （平成２５年度実績）  

地  区 新城地区 鳳来地区 作手地区 合 計 

利用者数 
要介護４・５ １３１人 ４２人 １１人 １８４人 

重度障害者  １２人  １人  ０人  １３人 

合  計 １４３人 ４３人 １１人 １９７人 

(2) 居住提供事業 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者及び夫婦で、自宅で生活することが

不安な方への居住提供をしています。      （平成２５年度実績）  

実施施設  入居者実人数  延べ入居者数  

作手センター  １１人  １,０３６人  

(3) 外出支援事業 

作手地区において外出困難な高齢者及び障害者の日常的な自立生活で

ある通院や買い物等の外出を支援します。    （平成２５年度実績） 

実施施設  買い物  通院 作手地区内  通院 作手地区外  合計  

作手センター  ２７件  ２２９件  １５０件  ４０６件  

(4) ふれあいゆめひろば 

作手地区において高齢者を対象にスポーツ、工作、旅行などを実施。  

（平成２５年度実績） 

内  容 ミニデイサービス グラウンドゴルフ大会 日帰り旅行 

開催回数 ４８回 １回 １回 

参加人数 ３７７人 ４８人 ３５人 

(5) ミニデイサービス事業 

鳳来地区において、ミニデイサービス事業を実施しました。 

（平成２５年度実績） 

地区 回数 参加人数 

海老須山 １ヶ所 １２回 １２４人 

(6) ふれあいサロン活動 

閉じこもりがちな子育て中の親子に対して気軽に集える場づくりの活

動に助成しました。         ２団体  （平成２５年度実績） 
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14 ひとり暮らし高齢者安否確認事業  

ひとり暮らし高齢者の安否確認のため、７５歳以上の方を対象に週３本の

乳酸飲料を週１回から３回に分けて配付します。   （平成２５年度実績）                         

地  区  新城地区  鳳来地区  作手地区  合  計  

利用者数  ２４６人  １７６人  ２８人  ４５０人  

15 資金の貸付事業 

(1) 生活福祉資金 

低所得世帯等を対象に、総合支援資金、福祉資金、教育支援資金、緊

急小口資金等を無利子または低利子で貸付を行い、自立更生のための指

導援助を行っています。         （平成２５年度末貸付件数）  

地 区  新城地区  鳳来地区  作手地区  合 計  

件 数  ２１件  ７件  ０件  ２８件  

(2) くらし資金貸付事業  

緊急一時的に必要な資金を無利子で貸し付ける制度です。  

（平成２５年度末貸付件数） 

地 区  新城地区  鳳来地区  作手地区  合 計  

件 数  ７件  １件  ０件  ８件  

(3) 生活資金一時貸付  

景気低迷による派遣社員の契約切りや失業等で生活維持が困難になっ

た方々の緊急支援として行っています。  （平成２５年度末貸付件数）  

地 区  新城地区  鳳来地区  作手地区  合 計  

件 数  ２４件  ５件  ０件  ２９件  

16 居宅介護等事業 

(1) 居宅介護等事業 

ア 介護保険による訪問介護事業 

介護保険の訪問介護計画に基づき、訪問介護サービスを提供します。 

                        （平成２５年度実績） 

区分／実施施設 しんしろ福祉会館 作手センター 合 計 

利用者数 ７０人 ３０人 １００人 

延べ訪問回数 ７,７３６回 ２,３３６回 １０,０７２回 

イ 生活支援ホームヘルプサービス事業 

市からの受託に基づき、介護保険対象外の要援護高齢者にホームヘ

ルプサービスを提供します。 

○ 平成２５年度利用実績  ０件 
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(2) 障害者等ホームヘルプサービス事業 

障害者総合支援法によるホームヘルプサービスを提供します。 

（平成２５年度実績） 

区分／実施施設 しんしろ福祉会館 作手センター 合 計 

利用者数 ２０人 １人 ２１人 

延べ訪問回数 ３,０２３回 ３６回 ３,０５９回 

17 相談支援事業 

(1) 障害者総合支援法等による指定相談支援  

計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援を行い、サービス等利用

計画を作成します。 

(2) 地域生活支援事業による相談支援 

市からの受託に基づき、障害者福祉サービスの利用援助等、社会生活を高

める支援を行います。 

○ 延相談支援件数  １,３７８件 

18 移動支援事業 

障害者総合支援法（地域生活支援事業）による移動の支援を提供します。 

                       （平成２５年度実績） 

区分／実施施設  しんしろ福祉会館  作手センター  合 計  

利用者数  １人  １人  ２人  

延べ訪問回数  ７４回  ４回  ７８回  

19 老人デイサービスセンター事業 

(1) 介護保険による通所介護事業  

介護保険の通所介護計画に基づき、送迎、入浴、食事、日常動作訓練、

生活指導、健康チェック等のサービスを提供します。（平成２５年度実績） 

区分／実施施設  
しんしろ  

福祉会館  
西部福祉会館  作手センター  合 計  

年間開所日数  ２４４日  ２４４日  ２４３日  ７３１日  

利用者数  ５９人  ４３人  ７５人  １７７人  

延べ通所人数  ４,９４１人  ４,５７７人  ５,０７４人  １４,５９２人  

(2) 生活支援デイサービス事業  

市からの受託に基づき介護保険対象外の要援護高齢者に対し通所サー

ビスを提供します。  

○ 平成２５年度利用実績  ０件 
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20 老人介護支援センター事業 

(1) 老人介護支援センター事業  

介護保険による居宅介護支援事業所との連携により、高齢者の在宅介

護、要介護認定申請等保健福祉の相談及び調整を行い、要援護高齢者及

び家族の福祉向上を図ります。        （平成２５年度実績）  

区分／実施施設  
しんしろ  

福祉会館  
西部福祉会館  作手センター  合 計  

介護予防プラン  

作成数  
１０３件   ２２件   １６件    １４１件  

実態把握件数  ６８３件  ６０７件  ６７８件  １,９６８件  

(2) 居宅介護支援事業  

介護保険の居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し、サービスの給

付管理を行ないます。また、市からの受託に基づき、要介護認定申請者

の認定調査を行います。            （平成２５年度実績）  

区分／実施施設  しんしろ福祉会館  作手センター  合 計  

利用者数  

予防      ４人   ２８人     ３２人  

介護    １１３人   ６３人    １７６人  

延べプラン  

作成数  

予防     ６１件  ３２３件    ３８４件  

介護  １,４１３件  ８３８件  ２,２５１件  

延べ認定調査数    ２１９人   ９３人    ３１２人  

21 地域活動支援センター事業 

西部福祉会館にて障害者総合支援法による日中活動の場を提供します。  

身体等に障害をお持ちの方に、送迎、入浴、健康チェック、昼食、機能訓

練、創作的活動等のサービスを提供しています。  （平成２５年度実績） 

実施施設  開催時間  登録者数  延べ利用者数  

西部福祉会館  
月曜日～金曜日  

１０時３０分～１５時  
２３人  １,８７９人  

22 老人短期入所事業 

作手センター（虹の郷）にて宿泊しながら、排泄、食事、入浴介助等日常

生活や機能訓練を行います。           （平成２５年度実績） 

実施施設  利用者数  延べ利用者数  

作手センター  ２５人  ２,４１５人  
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23 日常生活自立支援事業 

愛知県社会福祉協議会からの受託により、東三河山間部４市町村の基幹的

社会福祉協議会として判断能力が十分でない方に、福祉サービスの利用援助

を行います。  

 (1) 相談受付件数                （平成２５年度実績） 

区 分 認知症高齢者 知的障害者 精神障害者等 合 計 

件 数 １８９件 ５０９件 １５６件 ８５４件 

 (2) 現在の援助者数               （平成２５年度実績） 

区 分  認知症高齢者  知的障害者  精神障害者等  合 計  

人 数  ７人  ２４人  ７人  ３８人  

生活保護（再掲） １人   ６人  １人   ８人  

24 成年後見支援センター事業 

新城市からの受託により成年後見制度を必要とする方が、確実に支援に結

びつくよう、制度の普及・啓発を行います。また、家庭裁判所の審判に基づ

き、法人後見業務を行います。  

 (1) 相談受付件数                （平成２５年度実績） 

区分  
認知症  

高齢者  

知的  

障害者  

精神  

障害者  

要介護  

高齢者  
健常者  その他  合計  

件数  １２１件  ５件  ３５件  ９件  １３件  ２件  １８５件  

 (2) 法人後見受任件数              （平成２５年度実績） 

区 分 認知症高齢者  知的障害者  精神障害者  合計  

件 数 ２件  ０件  ０件  ２件  

(3) 広報啓発活動  

地域、団体活動、会議・研修会等に参加して、成年後見制度について

説明を行います。  

３８団体  １，８９７名  
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25 地域包括支援センター事業 

高齢者の生活を総合的に支えていくことを目的として、市からの受託によ

り運営しています。 

(1) 事業内容 

ア 介護予防事業のケアマネジメントを行います。 

イ 介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する総合的な相談・ 

支援を行います。 

ウ 高齢者に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業を行います。 

エ 支援困難なケースへの対応等、ケアマネジャーへの支援を行います。 

(2) 介護予防事業 

ア 介護予防教室（市長寿課と共同開催）    （平成２５年度実績） 

講 座 内 容  講  師  参加人数  開催場所  

認知症予防教室・座談会  福祉村病院医師  １２人  新城文化会館  
 

イ 二次予防高齢者の把握 

転倒予防教室に参加し、二次予防高齢者の把握と二次予防高齢者へ

の予防プランの作成を行います。 

ウ 情報交換や交流の支援 

認知症介護者座談会、介護者の集いを定期開催し、介護者の情報交

換や交流を支援します。 

(3) 総合相談支援・権利擁護事業・ケアマネジャーへの支援 

ア 個別支援                 （平成２５年度実績） 

内 容 総合相談 
高齢者 

虐待 

成年後見 

制度 
困難事例 

消費者被害 

への対応 
合計 

延べ件数 ８１４件 ６３件 ２１件 ２５３件 ２件 １,１５３件 
 

イ 講座                    （平成２５年度実績） 

内   容 講 師 参加人数 対 象 

介護予防講座 包括職員 １４３人 ミニデイ参加者 

認知症サポーター 

養成講座 

長寿課・ 

包括職員 
 ２０人 

さかえの郷 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ職員 
 

ウ 介護サービス事業者打ち合わせ会を隔月開催し、ケアマネジャーや

介護サービス事業所との情報交換・研修会を行います。 

エ 地区民生委員協議会に参加し、地域の情報を共有し、見守りネット

ワーク推進を行います。 

オ 地域の関係機関へ見守りネットワークの協力依頼を行います。 

(4) 新予防給付のマネジメント事業        （平成２５年度実績） 

区分／担当 包 括 委 託 合 計 

介護予防ケアプラン 

請求延件数 
４,８１３件 １,３２７件 ６,１４０件 
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そ の 他 の 福 祉  

１ 民生委員・児童委員  

民生委員・児童委員は、厚生労働大臣から委嘱を受けた民間の奉仕者で、

社会福祉に情熱のある方の中から選ばれます。任期は３年で、現在新城市内

には１０９人の民生・児童委員がいます。その仕事は、担当地域の住民の生

活状態を把握し、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などにおける要保護

者や児童などの保護、指導、援助を行うとともに、福祉事務所に協力しなが

ら広く地域の福祉増進のために活動することです。 

児童福祉を専門とする主任児童委員が１２名設置されています。 

○ 活動状況                  （平成２５年度中実績） 

区  分 件 数 

相
談
・
支
援
件
数 

内
容
別 

在宅福祉 １６５件 

介護保険 ７０件 

健康・保健医療 ６２件 

子育て・母子保健 ４１件 

子どもの地域生活 ７４件 

子どもの教育･学校生活 ３８件 

生活費 ３１件 

年金・保健 ６件 

仕事 １８件 

家族関係 ７２件 

住居 ２１件 

生活環境 ７５件 

日常的な支援 ６３１件 

その他 ５１５件 

計 １,８１９件 

分
野
別 

高齢者に関すること １,１０５件 

障害者に関すること １１７件 

子どもに関すること １６７件 

その他 ４３０件 

計 １,８１９件 

そ
の
他
活
動
件
数 

調査・実態把握 ６３２件 

行事･事業･会議への参加協力 ２,８２３件 

地域福祉活動・自主活動 ２,４３０件 

民児協運営・研修 ２,０７７件 

証明事務 ２６０件 

要保護児童の発見の通告・仲介 ３０件 

計 ８,２５２件 

訪問回数 ８,６７３件 

連絡調整回数 ５,４３６回 

活動日数 １２,０８５日 
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２ 災害援助  

新城市民が自然災害において被災された場合、次の制度が適用されます。 

(1) 新城市災害弔慰金  

暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象に

より死亡した市民の遺族に対する「災害弔慰金」、精神または身体に著し

い障害を受けた市民に対する「災害障害見舞金」の支給を行います。 

また、被害を受けた世帯の世帯主に対する「災害援護資金」の貸付け

も行います。 

(2) 新城市災害見舞金  

市の区域内において地震、落雷、風水害等の自然災害及び火災で死亡

した市民の遺族、３月以上の入院加療が必要となる負傷をした市民、居

住用住宅が焼失・損壊した市民に対し見舞金の支給を行います。  

３ 行旅病人及び行旅死亡人  

居住地を離れて旅行中に病気になって入院する方の入院治療費等や、死亡

した場合の処理については、「行旅病人及び行旅死亡人取扱法」の規定によ

り対応します。 

４ 旧軍人・軍属とその遺族  

(1) 戦傷病者  

旧軍人、軍属や準軍属（動員学徒、徴用工など）の方が、在職中の公

務による負傷や病気が原因で身体に一定以上障害が残っている場合、傷

病恩給、障害年金、特例障害年金、障害一時金、戦傷病者手帳の交付が

受けられます。  

(2) 戦没者遺族  

公務で死亡された旧軍人、軍属や準軍属（動員学徒、徴用工など）の

遺族の方に、それぞれの要件に応じて、公務扶助料、遺族年金、遺族給

付金、弔慰金、戦没者等の妻の特別給付金などが支給されます。  

(3) 戦傷病没者追悼式  

戦傷病没者追悼式は、先の大戦で亡くなられた戦傷病没者に追悼の意

を表すとともに、恒久平和を祈念するため、毎年４月に実施しています。 

５ 社会を明るくする運動 

「社会を明るくする運動」は、市民すべてが力を合わせて青少年の非行防

止と罪を犯した人たちの更生について理解を深めることにより、犯罪のない

明るい社会を築こうとする全国的な運動で、毎年７月に実施しています。 
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６ 日本赤十字社 

日本赤十字社は、人道、博愛を基本とする赤十字の理念の基に、お互いに

助け合い平和な社会を築くことを目指しています。 

毎年、社資の募集を行い、その資金を活用して災害救護、血液事業、医療

施設の整備、社会福祉事業、赤十字奉仕団の育成、救急法、水上安全法、家

庭看護法の講習、国際援護活動などを行っています。 

○ 平成２５年度社資募集実績（日本赤十字社新城市地区 一般社資分） 

 社員数(世帯･事業所) 社資総額 

一般社資 １１,０２５ ５,７７０,０００円 

寄付金     ６２    ３６,８００円 

法人社資    １１３   ８３０,０００円 

計 １１,２００ ６,６３６,８００円 

７ 献血推進 

新城市献血推進協議会では、住民の健康と生命を守るため、移動採血車に

より地区住民の献血を推進し、輸血用血液の確保に努めています。 

○ 平成２５年度献血実績 

実施日数 採血者数 ２００ｍｌ ４００ｍｌ 

述べ２１日 

（２１会場） 
７８６人 ８１人 ７０５人 

８ 新城保護区保護司会、新城更生保護女性会  

「新城保護区保護司会」の２４名の保護司は、法務大臣から委嘱を受けた

非常勤の国家公務員（任期：２年）で、社会奉仕の精神を持って、犯罪を犯

した者の更生を助けるとともに、非行や犯罪予防のための世論の啓発に努め

ています。 

１４８名の会員から成る「新城更生保護女性会」は、ボランティア団体と

して女性の立場から保護司に協力し、地域の非行や犯罪の予防と過ちを犯し

た人たちの更生を支援しています。 

 

 

 


